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序章 研究の背景と目的 
第 1節 研究背景 
１.研究の背景と問題の所在 
ケアマネジメントとは「複雑で重複した問題や障害を持つクライエントが適時に適切な
方法で必要とするすべてのサービスを利用できるよう保障することを試みるサービス提供
の一方法（白澤 1992）」であり，ケアマネジャーは利用者とサービス提供システムをつ
なぐ人的なリンクとして存在し，利用者と常に関わり，利用者に対する責任を持つ唯一の
サービス調整者であるとされてきた．一方で，Stroman（2003）はケアマネジメントに対
して，地域社会での自立支援の方法として発達してきたケアマネジメントと，費用管理と
サービスの質の保障を目的としたマネジドケアの中で生まれてきたケアマネジメントは目
的が異なるため，実践上において混乱が生じていることを指摘する．Austin（1990）はこ
うしたケアマネジメント実践のあり方を分類するために，費用管理と費用効率を高めるゲ
ートキーパーとしての役割を果たす「システム志向型のケアマネジメント」と，クライエ
ントのニーズに焦点を当てアドボケイトとしての役割を果たす「クライエント志向型のケ
アマネジメント」に分類したうえで，実際のケアマネジメントはこの 2 つのモデルの対極
線上のどこかに位置すると述べている．このように，ケアマネジメント実践としてサービ
ス調整を行なううえでケアマネジャーには「ゲートキーパー」と「アドボケイト」という
二側面からその役割が期待されてきた． 
こうした議論を受け NASW（National Association of Social Workers）は“NASW 
Standards for Social Work Case Management”として，ソーシャルワークを背景にもつ
ケアマネジャーは利用者の利益を第一とするものであり，ケアマネジャー自身の機関によ
り提供されるサービスを含め，必要とされるサービスに対する受給資格を得，あるいはサ
ービスを得られるようにアドボケイトとしての役割を果たすべきとし，ケアマネジメント
実践の鍵概念としてアドボカシーを明確に位置づけた．アドボカシーについては，古くか
らソーシャルワーク領域において重要視されてきた概念であり，影響力の不均衡によって
生じる弱者性に着目し，その影響力の格差を是正することにより公正化を図ることとされ
ている．また利用者個人のサービス調整に関わるケアマネジメントにおいては，利用者の
利益にコミットメントし，様々なサービスが適切かつ効率的に提供されるよう，サービス
提供機関に働きかけていくことであるケースアドボカシーが強調されてきた（Austin 
1990，Rose 1992）．しかしながら，アドボカシーという概念は，｢概念的に不幸な領域
（O’Brien 1989）｣と表現されるように，概念の解釈・定義が多岐にわたり，ケアマネジ
メントの実践者にとって明確な共通認識として定着してきているとは言い難い．そのため，
ケアマネジメント領域において，ケースアドボカシーの重要性は認識されているものの，
なぜ重要であり，具体的にどのような実践を行うことがケースアドボカシーとしての役割
なのかということが明確に理解されていない．また，ケアマネジメントにおけるケースア
ドボカシーの援用可能性については，理念的な言及を行った研究は散見できるものの，具
体的な実践形態に落とし込んだ研究や，量的研究を用いた実証的な研究もほとんどなされ
ていない現状である．ケアマネジメントをソーシャルワーク領域から捉え実践の充実を図
るためには，ケースアドボカシーの視座から捉えたサービス調整実践のあり方を明確にし，
実践の向上に資する要因を明らかにしていくことが喫緊の課題であると言える． 
 
２.対象領域としての介護保険制度下のケアマネジメント 
わが国の福祉制度は戦後 50 年あまりの間，生活困窮者対策を前提として展開されてき
た．そのため「最低限度の生活の保障」という救貧・防貧の側面が強く，利用者は措置制
度という行政側の決定によりその利用を決定されていた．措置制度は，公的責任のもとに
供給体制を築いた点で評価される一方で，国による恩恵や保護の施策としての色合いが強
く，利用者の主体性を尊重するという観点ではなく，画一的な処遇とならざるを得なかっ
た．つまり，利用者はある問題を持つ対象，すなわち制度の客体とみなされがちであり，
何が取り上げられるべき問題なのかということを決定するのは，他ならぬ制度の側であっ
たのである（山田 2000）．こうした措置制度の見直しの大きな契機となったのは社会保
障審議会の勧告「社会保障体制の再構築に関する勧告――安心して暮らせる 21 世紀の社会
を目指して（1995．7）」であった．この勧告の基本的な方向性として「供給側の意向では
なく利用者の必要，選択に応じた制度とすること」が示された（小野 2003）．こうした
動きは，1998 年 6 月の「社会福祉基礎構造改革について（中間まとめ）」として受け継が
れることになる．「社会福祉基礎構造改革について(中間まとめ)」は，戦後の体制を前提と
した現行の社会福祉の枠組みを見直し，尐子・高齢化や社会福祉に対する国民の意識変化
を鑑みた上で社会福祉の基礎構造を抜本的に改革しようとするものであった．改革の基本
的方向としては①サービスの利用者と提供者の対等な関係の確立，②個人の多様な需要へ
の地域での総合的な支援，③幅広い需要に応える多様な主体の参入促進，④信頼と納得が
得られるサービスの質と効率性の向上，⑤情報公開等による事業運営の透明性の確保，⑥
増大する費用の公平かつ公正な負担，⑦住民の積極的な参加による福祉文化の創造の 7 点
が掲げられている．この「社会福祉基礎構造改革の最大の改革点はいうまでもなく措置か
ら契約へという構造的な変革」（岩間 2004）であり，福祉サービスは行政処分としての
トップダウンのサービス決定方式であった措置から，自らサービスを選び，対等な関係で
契約を結んでいく方式へと転換が図られた（大澤 2004）． 
一方，1970 年代半ばに転換した在宅福祉を中心とする政策理念を前提としながら，1990
年代のゴールドプラン，新ゴールドプランといった厚生省（当時）の施策展開による，高
齢者の在宅生活を支援する資源の蓄積を待って，介護保険法が 2000 年より実施となった
（井上 2005）．介護保険制度では，事業運営を公的な管理の元に置きながらも，一定の
条件を満たした指定事業者を福祉サービス供給市場に参入させることで，福祉サービスを
「準市場」（小谷 2000）と設定し，それぞれの高齢者が必要とする福祉サービスをケア
プランの作成を通じて提供していく．この介護保険制度は，社会福祉基礎構造改革の第一
歩（谷川 2005）と称されるように，社会保険方式を取り入れ，サービス利用者とサービ
ス提供機関の契約に基いてサービス提供がなされるものである．契約によりサービスが提
供されることで，利用者にはサービスの選択性が確保されると共に，事業者に対して契約
上の権利を有することとなった（升田 2000）．つまり，措置制度では利用者が行政機関
からの選別の対象であったのに対し，介護保険制度導入より，利用者はサービスや事業所
を選択する側に立つこととなり，また法的には利用者とサービス提供機関間の関係は対等
な関係となったのである（増田 2000）．このように，わが国の高齢者福祉は，全ての決
定権が行政にあり，利用者の主体性が極めて乏しいものであった措置制度の時代から，利
用者が自らサービスを選択する主体として，「どう生きていきたいか」という意志と希望を
反映させた契約という利用制度への変換が図られてきた．しかし，サービスの提供方法が
「措置」から「契約」に転換されたからといって，実際にサービスの利用場面において自
動的に利用者による自由な選択が可能となったというわけではない．福祉サービスに関す
る契約は一般の契約とは異なり，利用者が日常生活を維持していくうえで必要なサービス
提供を目的にするものであるため，自身の生活基盤を左右し得るサービスに対して「自由」
にサービス利用を中断することや，「自由」に様々なサービス提供機関のサービスを試すと
いうことが非常に難しいという側面を持っている．また，利用者の加齢に伴う判断能力の
低下や，措置制度の影響による諦観などにより，サービス決定に必要な意思能力を十分に
備えていない場合もあるという意味においても，一般的な契約とは異なる側面を持つもの
である．それゆえ，通常の消費者契約にもまして，介護保険利用者のサービス調整時にお
ける情報提供や相談・助言などの支援，契約内容に応じたサービス提供が為されているか
という履行状況をチェックするための支援，さらに利用者の意向に沿わないサービスが提
供されるなど適切にサービスが提供されていない場合における権利擁護のための支援が必
要となる． 
社会福祉基礎構造改革は，措置制度では利用者とサービス提供機関の対等性は確保でき
ない，あるいは利用者の権利性の向上および自己決定と選択の自由を保障することができ
ないという発想から，利用者・サービス提供機関の対等性をもたらすために契約という手
段を導入した．そして，契約という手段が導入されたことによって，サービスに対する期
待や個別の選好といった利用者の目線をもとに，自己の必要性に応じてサービスを自身で
選択するということを可能にする素地が作られることとなった．しかし同時に，利用者の
判断能力に関する課題，生活基盤を左右するサービスを扱う事に関する課題など，利用者
が置かれている現状を鑑みる時，個別の利用者の置かれた実際の状況に応じて，その個別
性を反映した適切なサービス利用を担保するための調整役の存在が必要不可欠となる．そ
こでわが国における介護保険制度ではサービス調整の手法としてケアマネジメントが取り
入れられ，その担い手として，介護支援専門員が制度化されることになった． 
岡部は，この介護保険制度におけるサービス提供システムについて，サービスの受給調
整には，利用者の必要の実現を支えるアドボカシーの側面を持ちながら，一方で総支給量
抑制のための給付管理としての役割があり，ケアマネジメントによるサービス調整が給付
抑制のシステムと結びついてしまう可能性があることを指摘している（岡部 2004）．し
かし，白澤が言うように介護保険制度におけるケアマネジメントが，利用者のニーズと社
会資源を結びつけ，生活の質を高めることを目的とするものと捉えるのであれば，費用効
率の面を重視した活用ではなく，あくまで利用者の利益を前提とする立場性の明確化が望
まれる．つまり，介護支援専門員には費用抑制のためのゲートキーパーとしての役割では
なく，利用者の最善の利益のために，より具体的に利用者が求める「生活ニーズ」を充足
するようなサービスを保障していくケースアドボカシーの視点を持った関わりが期待され
る．そこで，本研究では「介護保険制度というサービス提供システムにおいてケースアド
ボカシーの視座がサービス調整を行なううえで求められている」，「わが国においては介護
保険制度によりケアマネジメントが実践として一般化され，その実践を担う専門職（介護
支援専門員）が明確にされている」という理由から介護保険制度下におけるケアマネジメ
ントを対象領域とし，ケアマネジメントにおけるケースアドボカシーに着目したサービス
調整について，介護支援専門員による実践活動をもとに調査・分析を行うこととした． 
 
第 2節 本研究の目的と論文の構成 
１．本研究の目的 
本研究では，実証的な方法を用いて介護支援専門員によるケースアドボカシーに着目し
たサービス調整実践の具体的実践形態の提示と，その関連要因を明らかにすることで，実
践向上に資する提言を行うことを目的として研究を行うこととした．具体的には，サービ
ス調整に従事する介護支援専門員のケースアドボカシーに着目したサービス調整実践を推
進するために必要な実証的研究について検討を行い，具体的な介入指針を得ることをねら
いに，以下の研究枠組みの設定を行った． 
２．本論文の構成 
本論文においては，以下の 6 点を研究目的として設定し，各章において言及を行った．ま
ず第 1 章において，文献研究をとおしてソーシャルワーク領域におけるアドボカシー概念
の持つ一定の共通性を抽出し，介護保険法下の介護支援専門員によるサービス調整におい
て求められるケースアドボカシー機能について整理を行った（目的1）．第2章においては，
目的 1 において概念的に捉えられたケースアドボカシーに着目したサービス調整が，介護
支援専門員による実践においてどのように捉えられているのか，その実践形態について量
的調査をもとに明らかにした（目的 2）．次に第 3 章で，ケースアドボカシーに着目したサ
ービス調整に影響を与えると考えられる要因について，「利用者への働きかけ」である「主
体性を尊重した利用者理解」と，「関係機関への働きかけ」である「職場内・外との協働体
制構築」の二側面から検討を行った（目的 3・4）．そのうえで第 4 章において，目的 2 か
ら目的 4 の結果をもとに，ケースアドボカシーに着目したサービス調整を体系的に実践し
ていくための実践モデルを構築し，仮説モデルの妥当性の検討と，それぞれの要因間の因
図１：本研究の枠組みと目的 
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目的 6 
果の大きさの推定を行った（目的 5）．上記の内容を受け，終章では研究全体をとおして，
介護支援専門員によるケースアドボカシーに着目したサービス調整とその関連要因につい
て包括的に捉え，実践向上に資する知見を提示することとした（目的 6）．  
第 1章 アドボカシーに着目したケアマネジメント実践のあり方に関する 
文献研究 
第 1節 研究目的 
介護保険法が施行され，各種福祉サービスが利用者のニーズに沿って提供されるために
サービス調整システムが整備された．具体的には，サービス調整の手法としてケアマネジ
メントが取り入れられ，その担い手として，介護支援専門員が制度化されることになった．
介護支援専門員によるケアマネジメント実践としては，ニーズ把握，支援の方針と内容を
定めたケアプランの作成，モニタリングによる適切なサービス利用と継続性の確保が挙げ
られ，介護保険施行後 10 年を経過した今，一定の定着をみせてきている．同時に，この
ような実践をとおして，個別のニーズが充足されることを保障するために，介護支援専門
員の果たすケースアドボカシー機能の重要性が認識されてきている． 
元来，ソーシャルワークに依拠したケアマネジメント実践を行う際には，ニーズに即し
た適切なサービス調整が行われるよう，ケースアドボカシー機能が果たされることが期待
されてきた（Austin 1990，Rose 1992）．しかしながら，ケアマネジメント領域におい
て，ケースアドボカシーの重要性は認識されているものの，なぜ重要であり，具体的にど
のような実践を行うことがケースアドボカシーとしての実践なのかということが明確に理
解されていない現状が散見される．そこで本章では，まずソーシャルワーク領域における
アドボカシー概念の理論的変遷を概観することにより，アドボカシーが持つ一定の共通性
を抽出し整理を試みる．次に，介護保険法下の介護支援専門員によるサービス調整におい
て求められるケースアドボカシーの必要性について整理を行い，ケースアドボカシーのケ
アマネジメント実践における援用の可能性を検討する．そのうえで，ケアマネジメントに
おけるケースアドボカシーに着目したサービス調整実践について操作的定義を行い，具体
的な実践として考えられる要素を先行研究より整理することを目的とした． 
 
第 2節 ソーシャルワークとアドボカシー 
アドボカシーはソーシャルワーク理論の変遷とともに語られてきた経緯があり，特に
1960 年代のアメリカにおいて，ソーシャルワークが担う機能として盛んに議論されること
となった．本節では，1960 年代におけるアメリカでの議論とその背景を概観し，理論的変
遷の中からアドボカシー概念についての一定の共通性を見出すことを目的とする．そのう
えで，ソーシャルワーク領域内で議論されてきたアドボカシーとケアマネジメントの関係
性についても若干の言及を行っていくこととする． 
 
１．アドボカシーをめぐる議論とその背景 
NASW(National Association of Social Workers)はアドボカシーの起源を，古くは
Dorothea Dix や Jane Adams によるソーシャルワーク実践に見出すことができるとして
いる（Ad Hoc Committee on Advocacy 1969）．この指摘に見られるように，アドボカシ
ーという概念はソーシャルワークにおいて新しい概念として登場したものではなく，ソー
シャルワーク実践が展開されてくる中で認知されてきた伝統的な考えであることがわかる．
このアドボカシー概念がソーシャルワーク領域において注目を集めるきっかけとなった論
文が，Grosser (1965)の”Community Development Programs Serving the Urban Poor”
である．Grosser はこの論文の中で，都市貧民を支援するソーシャルワーカーの役割とし
てアドボカシーを提起している．Grosser によれば，アドボカシーの役割を担うソーシャ
ルワーカーは，情報公開や正当性の主張，体制側への挑戦に資する資源を提供し，リーダ
ーシップを発揮することにより，住民と制度の生産的な相互作用を促すことが求められる
としている．Grosser がこうした主張を行った背景には，アメリカの社会情勢が大きく影
響していたものと考えられる．当時のアメリカは反人種差別運動としての「公民権運動
（Social Rights Movement）」や，「貧困との戦い（The War on Poverty）」に見られるよ
うに，社会的に抑圧されてきた人々が権利意識を持ち，自らの権利獲得に向けて行動を起
こした時代であった（西尾 1975）．当時，こうした社会問題の解決に関わるはずのソー
シャルワーク領域が的確な効果をあげきれず，Perlman の”Casework is Dead”に代表され
るケースワーク偏重主義への批判も含め，ソーシャルワーク領域内外から，その存在意義
に対する疑問が投げかけられていた．こうした批判と社会情勢の影響を受け，社会問題の
改善を追求する活動を支援するアドボカシーが注目されるようになったと考えられる．実
際，Grosserが論文を発表した3年後の1968年に，Brager(1968)が”Advocacy and Political 
Behavior”の中で，ソーシャルワーカーが担うべき役割として，社会問題の改善を追求す
るアドボカシーの役割について言及を行っている．Brager はその論文において，貧困や差
別などによって被害者となっている人々に焦点をあて，制度政策の変化・改善を目指すた
めにアドボカシーとして「社会改良(social reform)」に取り組む必要性があることを説い
ている．このことから，アドボカシーはアメリカの社会情勢を背景に，「制度や政策など社
会のあり方が特定の集団の利益や権利を阻害しているということに着目し，制度政策の変
化・改善に向けて支援する」という一つの方向性を見出したと言うことができる． 
一方で，こうした制度政策への働きかけが特定の集団の利益を想定して考えられていた
ことに対し，アドボカシーとして個人の利益や権利を擁護する立場を強調した議論も同時
代においてなされてきた．その代表的論者が，Briar である．Briar は”The Current Crisis 
in Social Casework”（Briar 1967）において，利用者個人のニーズ充足を実現するはず
の公的福祉機関が，そのニーズ充足の障害となりうる可能性を指摘し，ケースワーカーは
治療者(therapist)や，仲介者(broker)としてだけではなく，社会組織との関係性における
個人の利益を擁護していくアドボカシーの役割を担うべきであるとしている．Briar は，
ケースワークの対象となる人々の多くは無関心であり，また無力感を感じている場合が多
く，そうした人々に対してアドボカシー機能を果たすことは，彼らが希望を見出すという
経験を持ち，信頼感や力量，統制力を感じ，彼らの生活に影響を与える機関，組織との関
係性における敵対感や，無力感を減尐させるという点において効果的であると説明してい
る．また，こうしたアドボカシー機能は，支援の対象となる個人のニーズや要求に機関が
関心を抱くようになることを保障することにつながるとしている．つまり Briar は，「直接
的に福祉サービスを提供する機関が利用者個人の利益や権利を阻害する可能性があること
に着目し，ケースワーカーとして担当する『個人』にコミットメントすることで個人の利
益や権利を保障していくこと」をアドボカシーとして強調した．宮川（1978）は，こうし
たアドボカシー概念が展開されてきた文脈において，Briar の主張を「ケースアドボカシ
ー」，Brager の主張を「クラスアドボカシー」として解釈している．こうした 1960 年代
におけるアドボカシー概念に関する代表的な議論から，アドボカシーとしての支援の起点
を「ケース（個人）」に置くか，「クラス（特定の集団）」に置くかという差異は見られるも
のの，「個人（あるいは集団）の利益や権利が損なわれないように保障することを目的に，
専門職が介入を行う」という一定の共通性を見出すことができる． 
ではなぜ，人（あるいは集団）の利益や権利は阻害されてしまうのか．この点について
先述の Brager は貧困やネグレクト，差別などの被害者の多くが，主張（voice to be heard）
を行っていく力を十分には持ち得ない状況に置かれているとしている．そのため政策決定
に関与できず，不利益な立場に置かれてしまうことを指摘し，ワーカーが「力の再分配」
に努める必要があると述べている．また，Wineman ら（1969）は，アドボカシーが求め
られる背景として施設入所者や，機関から福祉サービスを受ける者は，支援を受けている
という弱き立場性から等しく囚われ人であると言え，非人間的（dehumanization）状況
に置かれるとしている．このように，アドボカシーとして支援に関わる際のターゲットは
社会情勢や福祉サービスの構造から生じる，個人（あるいは集団）と環境のアンバランス
な力関係によって抑圧され，その利益や権利が損なわれる状況にあることが考えられる． 
このように，60 年代におけるアドボカシーに関する議論は，「公民権運動（Social Rights 
Movement）」や，「貧困との戦い（The War on Poverty）」に代表されるソーシャルアク
ションと連動して盛んに行なわれた．その結果，ソーシャルワーカーに求められる専門的
知識としてアドボカシーは明確に位置づけられることとなった（Ezel 1994）．このこと
は，アメリカにおける多くのソーシャルワーカー養成校が教科書として用いた文献にアド
ボカシーというコンテンツが含まれるようになったことからも見て取れる（Taylor 1987）．
しかし，70 年代から 80 年代におけるアドボカシーに関する議論は，ソーシャルワーカー
の専門職性としてアドボカシーの価値や重要性について言及したものが多く，実践に即し
た技術や方法ではなく，ソーシャルワーカーの態度（attitude）を取り扱った議論がほと
んどであったことが指摘されている（Patti 1974）．こうした文脈の中で，アドボカシーに
対する議論が理念的説明に留まっていたことに対する反省から，「アドボカシー実践として
何をすべきか」という具体的実践内容を追究していくことに対する機運が高まることとな
った（Kutchins ら 1978）．そのため，アドボカシーの定義についても「（1）必要とされ
る資源やサービスが提供されていない場合，そのサービスを利用者のために得ること，（2）
現在の行政のあり方や，サービス利用の手続き，福祉実践のあり方などを修正すること，
（3）利用者が必要としている支給量に見合ったサービス提供が行なわれるように新しい
法律制定や政策を促進すること（Hepworth ら 1986）」といった具体的実践に言及した
定義付けが行なわれるようになった．同様に，実践現場においてもソーシャルワーカーに
よって多くのアドボカシー実践の枠組みが提唱されることとなった（Freddolino ら 2004）．
それらは，支援対象となる者の特性やアドボカシーとして取り扱う課題の特性により，具
体的な実践内容に相違は見られるものの，社会情勢や福祉サービスの構造から生じる，個
人（あるいは集団）と環境のアンバランスな力関係に介入することで，虐待や非人間的扱
いを受けることがないよう権利を擁護し，官僚的な障壁によりサービスを受けることが阻
害されないよう働きかけ，サービスや機会へのアクセスをより良くするという内容におい
て共通している（Kirst-Ashman ら 2002）．また，こうした実践的視座から，ケースア
ドボカシーとクラスアドボカシーに大別されて論じられてきた両者が明確に分けられるも
のではなく，ケースアドボカシーの充実がクラスアドボカシーに結果としてつながること
から，両者を不可分なもの，あるいは一体的なものとする説明も見られる（Mickelson 
1995）．ジェネラリストソーシャルワークの観点からも，利益が帰属する先によって個人
や集団に分類するのではなく，広く「社会正義（Social Justice）」を促進することを目的
に，体系的かつ意図的に擁護や代弁を行ない，個人や集団の利益を高めることをアドボカ
シーとする定義がなされており，両者を一体的実践として捉えている（Hoefer 2006）． 
このように，アドボカシーはソーシャルワークの創設期からその関心事であり，60 年代
のアメリカにおける不安定な時期においては，ソーシャルワークの大義と機能に関する論
争に後押しされるかたちで主要な焦点となった．その後，60 年代の議論を期にソーシャル
ワーカーの専門職性として，アドボカシーは明確に位置づけられることになった．しかし，
その概念をどのように実践形態として位置づけていくのかという議論が残されており，近
年においても継続して取り組まれている課題であることが明らかとなった．また理論的変
遷の中でアドボカシーという概念が，社会情勢や福祉サービスの構造から生じるアンバラ
ンスな力関係によって，個人（あるいは集団）が抑圧され，利益や権利が阻害されている
（あるいは阻害されそうな）状況に介入し，その関係を是正することで利益や権利の保障
を行っていく取り組みとして実践されてきたことが，共通した特性として明らかとなった．
加えて，アドボカシーには個人（case）の利益を擁護するアドボカシーと，集団（class）
の利益を擁護するアドボカシーの 2 種類の型のアドボカシーが存在し，両者の関係をどの
ように位置づけるかという議論は残るものの，アドボカシーという概念はソーシャルワー
クに欠かすことができない要素として位置づけられてきたことが明らかとなった．  
 一方このアドボカシーの概念は 1970 年代の後半にわが国の社会福祉領域においても取
り入れられ，1990 年代より積極的に議論されるようになった（小野 2003）．わが国にお
けるアドボカシーの議論は，社会問題や制度・政策の不備を背景に発展してきたアメリカ
に比べ，ソーシャルアクションを志向するクラスアドボカシーの側面に対する言及が弱い
傾向にあると指摘されている．こうした背景について小西（2007）は，そもそも日本では
アメリカで発達してきたソーシャルワークの直接的援助の展開そのものが乏しい条件下に
あり，クラスアドボカシーに結び付けた支援を行なう土壌が形成されていなかったことを
その原因として挙げている．しかしながらわが国においても，アドボカシーが「機関，組
織の統制によって抑圧を受ける者に対する支援」として定着してきた経緯（高山 1999）
を鑑みたとき，日本とアメリカでは実践の形態に若干の差異は認められるものの，アドボ
カシーの持つ本質的な意味としては通底しているものと考えることができる．また，アド
ボカシーは「権利擁護」と訳されることが多いが，「『権利擁護』というのであるならば，
そこに『権利』がなければならないのであって，社会福祉利用者の『生活』を擁護し，社
会生活上の基本的ニーズを充足することが，全て『権利』につながることではない（秋山 
2005：109）」として，アドボカシーとは権利擁護を中核としつつ，ニーズ充足や生活支援
といった生活を擁護することも含めた包括的なものであるという指摘を受け，本研究では
共通して「アドボカシー」という用語を用いることとした． 
 ２．アドボカシーとケアマネジメント 
アドボカシーの概念は伝統的なソーシャルワーク実践の中に位置づけられ，その重要性
が認識されてきた．しかしながら，明確な方法論としての規定がなされてきたわけではな
く，アドボカシーを行うソーシャルワーカーが，一方でアドバイザーや擁護者，変革者な
どと呼ばれてきたように，アドボカシーの機能が実践レベルにおいて具体的に確立しきれ
ていないことが指摘されている（Socin ら 1983）．このようなアドボカシーの具体的な実
践形態として，近年ケアマネジメントという方向性が示されてきている．清水（2000a）
によれば，ソーシャルワークの方法について，利用者のアドボカシーを一つの軸として，
その方法の再編を試みる動きが見られ，その一つとしてケアマネジメントという方向性が
示されたとしている．Hyduk ら（2000）も，アドボカシーはエンパワメントを志向する
「消費者主導のケアマネジメント」を通して実践されるとしている．また，Kadushin（1997）
はアドボカシーとケアマネジメント活動は区別されるべきかもしれないが，効果的なアド
ボカシーの実践のためにはケアマネジメントの技術が求められるとして，アドボカシー概
念を具現化するうえで，ケアマネジメントの方法論が有用であることを指摘している．こ
のことから，ケアマネジメントはアドボカシー概念を具現化する実践形態として捉えられ
てきた側面を持つことが理解できる． 
一方で，Rose ら（1992）はケアマネジメントが必要とされるということは，サービス
提供システムの欠陥，分裂，非合理性が生じている証しであり，利用者が簡単に適切なサ
ービスを利用できるシステムが整っていればケアマネジメントを行う必要はないと指摘す
る．言い換えれば，ケアマネジャーが存在しなければ利用者は複雑なシステムを前に，適
したサービスを得ることが難しい状況に置かれているのであり，サービス提供機関主導で
サービスが提供されてしまう可能性がある．つまり，ケアマネジメント自体が本来アドボ
カシーとしての機能を持つものであるとしている．Austin（1990）もケアマネジメントの
多様性を分類するために，ケアプランの費用管理と費用効率を高めるゲートキーパーとし
ての役割を果たす「システム志向型のケアマネジメント」と，利用者のニーズに焦点を当
て，アセスメントを行いケアプランを立てていく「利用者志向型のケアマネジメント」に
分けたうえで，「利用者志向型のケアマネジメント」においてケアマネジャーは，アドボカ
シーの機能を認識し，もし利用者がサービス不足などで利用ができないときにはその利用
が可能となるよう働きかける必要があるとしている．このように，ケアマネジメントとい
う実践自体が，アドボカシーの概念を包摂しているものとして捉える考えもみられる． 
また Mickelson（1995）は同じアドボカシーでも，ケアマネジメントとして扱う範疇に
ついて，ケアマネジメントの介入はより個人的でミクロ的な介入，つまりケースアドボカ
シーに位置づけられるとしている．この点については白澤（2004）も，ケアマネジャー(介
護支援専門員)は「要介護者等の生活を最もよく知る立場に立つ．そのため，介護支援専門
員は，個々の要介護者等に対して個別的な弁護的機能（ケース・アドボカシー）を果たす
ことになる．この機能は，さまざまな介護サービスが適切かつ効率的に利用者側に立って
提供されるよう，介護支援専門員がサービス提供機関に強くはたらきかけていくこと」で
あるとする． 
以上のように，従来ケアマネジメントはアドボカシーという考えを具現化する実践形態，
あるいはアドボカシー概念を内包する支援方法として認識され，特に「利用者主体のケア
マネジメント」という文脈においてアドボカシーの機能が強調されてきた．また，ケアマ
ネジメントは個人（case）の利益を起点として展開されるケースアドボカシーをその範疇
として扱うものと考えられていることが明らかとなった． 
 
第 3節 契約型福祉サービスとアドボカシー 
前述したように，アドボカシーは社会情勢や福祉サービスの構造によって生じるアンバ
ランスな力関係によって，個人（あるいは集団）が抑圧され，利益や権利が阻害されてい
る（あるいは阻害されそうな）状況を前提に展開される支援と考えられる．そのため，ア
ドボカシーに着目した実践のあり方を検討するためには，アドボカシーが求められる力関
係がどのような形で存在しているのか，その所在を明確にすることが求められる．そこで，
ケアマネジメントは個人（case）の利益を起点として展開されるケースアドボカシーをそ
の範疇として扱うという指摘を受け，わが国におけるサービス提供機関と，そのサービス
の受け手である個人の関係性を俯瞰することでアドボカシーが求められる力関係の存在と，
そこに求められるケアマネジメントの役割について考察していくこととする． 
 
１．契約型サービスの意義と課題 
戦後約 50 年間，社会福祉制度の根幹であった措置制度は，利用者の主体性や選択権の
保障といった側面が不明瞭であるということから長年議論されてきた．「社会福祉基礎構造
改革」においても措置制度の見直しの必要性が提言され，2000 年に介護保険法が施行され
たことにより，「措置制度」から「契約制度」へと福祉サービスの供給システムが大きく変
わることとなった．このサービス供給システムの変容が高齢者にもたらした最も大きな影
響は，利用者を従来の「措置の客体」として捉えるのではなく，サービスを契約し，利用
することによって自らの生活を構築していく「主体」として位置づけたことであると考え
られる．従来の措置制度では，措置委託を受けて直接サービスを提供する機関と利用者の
「権利－義務関係」が不明確な状態にあり，利用者の主体性や選択権の保障といった側面
に焦点があてられることも尐なかった．一方介護保険制度では，利用者が介護保険料や福
祉サービスの利用料の一部を負担すると同時に，サービスを選択し，サービス提供機関と
契約を結ぶことで，両者間の「権利－義務関係」を法的に明確にすることとなった．また，
こうした文脈において，福祉サービスの「客体」あるいは「対象者」と見なされていた人
たちに，福祉サービスの利用者，消費者としての権利意識が高まることで，サービスや事
業所に対する選択権や情報開示，説明責任などの権利の享受が主張されるようになること
が期待されている（本沢 2002， 日本弁護士連合会 2003）．つまり，介護保険法施行
に伴うサービス提供システムの変換は，高齢者に「権利主体」としての「主体性」を喚起
する側面を含むものであった． 
しかし，措置の客体であった利用者は福祉サービスの給付による恩義とスティグマを感
じることこそあれ，サービス利用を自らの権利として自覚し，サービス利用の主体的存在
として位置づけられることに慣れていない（鈴木 2004）．そのため，利用者はサービス
提供機関に対して「依存的なおまかせ（清水 2000a）」に陥りやすく，サービスの利用主
体としての意識が醸成されにくいことが指摘されている． 
また，措置制度の下で利用者の側に主体性や権利意識が高まらなかったのは，制度形式
の問題だけではなく，措置制度を運営する側の自治体やサービス提供機関が福祉サービス
を恩恵的に捉え，また利用者を支援の客体として捉えてきたことが影響していることは否
定できない．利用者の意識と同様，制度が変容したからといってサービス提供機関側の意
識が「利用者主体」を中心に据えたものに変容するには時間を要するものと考えられる．
このように，利用者を「サービスの利用主体」と位置づけた制度的変容に，利用者，サー
ビス提供機関双方の意識が伴っていない現状が指摘されている．また，従来の措置制度の
影響もあり，利用者はサービスに対する情報や知識について積極的に収集して活用しよう
とする姿勢に乏しく，必然的に利用者とサービス提供機関との間に，サービスに対する情
報や知識の非対称性，交渉能力や影響力の格差が生じている（谷川 2006）． 
元来，福祉サービスは専門性に裏打ちされた医学的判断（診断）を尊重せざるを得ない
医療給付と異なり，日常生活支援という側面を持つことから，利用者側の選択・判断に本
来的に委ねられるべき余地が多い（菊池 2000）．しかし，こうした利用者，サービス提
供機関両者の主体性や権利性への意識の未醸成，情報や知識，交渉能力の格差は，利用者
のサービスに関する選択や判断への消極的関与につながり，サービスに関するイニシアテ
ィブを実質的にサービス提供機関が握るというアンバランスな力関係を生じかねない．こ
こに，わが国のサービス提供システムにおけるアドボカシーとして介入すべき力関係が存
在するものと考える．つまり，制度的にサービス利用方式を契約型に移行するだけでは，
利用者の権利保障や自己決定が十全に確保できるということにつながらず，ともすれば契
約概念の導入は，サービス調整時において，いわゆる「サービス提供機関主導のサービス
提供」に陥りやすくなる危険性を内包するものであり，その意味での保護と，適切にサー
ビスが利用できるためのケースアドボカシー支援が求められると考えるのである． 
 
２．契約型サービスとケアマネジメント 
介護保険制度下のケアマネジメントでは，要介護認定の結果を受けて，介護支援専門員
が利用者の介護度に応じてケアプランを作成し，サービス調整を行うことになる．そのた
めケアマネジャーである介護支援専門員は，利用者のニーズに適したサービスを調整する
ということを目的に，多角的な情報に基づいて利用者を深く理解し，サービスを選択，利
用していくことを側面的に支援していくことが求められる．多様な源泉から提供される福
祉サービスを，利用者のニーズに即して調整することが求められている介護支援専門員の
役割は利用者の主体性を尊重することを理念とする介護保険を実効あるものとするうえで
必要不可欠な要素であると言える．しかし岡部（2004）は介護保険制度におけるサービス
の受給調整には，利用者の必要の実現を支えるアドボカシーの側面を持ちながら，一方で
総支給量抑制のための給付管理としての役割があり，ケアマネジメントにおけるサービス
調整が給付抑制のシステムと結びついてしまう可能性があることを指摘する．Silverstone
（2005）もこの点について，ケアマネジャーが担当する利用者のアドボカシーを行うこと
と，提供機関のゲートキーパーとして機能を果たすことの両方を成立させることへの懸念
はしばしばもたれてきたことであり，費用抑制という関心において，今日，ケアマネジメ
ントは標準化された後者の役割を取る傾向にあることを指摘している． 
高齢者の多くは，加齢に伴う身体機能や活力の減退による喪失感，社会との関係性の変
化という状況から，生活環境に対してどうすることもできないという無力感を感じている．
あるいは，利用者とサービス提供機関との権力（上下）関係から抑圧され，訴える手段･
方法を知らないためにサービスに関する課題を意識化，言語化しにくい状況にあることが
多い（沖倉 2001）．そのため，サービス調整時において，利用者とサービス提供機関の
二者間のみで対等性を確保することは困難であり，措置制度の関係性が旧態依然として根
強く残っている現状において利用者が不利益を被りかねない（谷川 2005）．ケアマネジ
メントは，この二者間に介入し，給付されるサービスが利用者のニーズに即して効果的に
提供されるように，そのサービス提供の調整役として位置づけられている（橋本 2004）．
岡部や Silverstone の指摘のように，ケアマネジメントにおけるケースアドボカシーとし
ての機能と，費用抑制のためのゲートキーパーとしての機能の両立は難しく，ケースアド
ボカシーをケアマネジメントの枠組みの中にどの程度位置づけるのかという議論の必要は
ある．しかし，介護支援専門員によるケアマネジメント業務は利用者の生活基盤を左右す
るサービスを調整することであり，場合によっては人の生命や安全の確保をサービス調整
を通して実現していくことが求められる．そうした業務特性を考えた場合，やはり介護支
援専門員が利用者の利益にコミットメントするケースアドボカシーの視座に立つことは必
要不可欠であると考える．現に，サービス提供機関が自機関の利益誘導を目的としたサー
ビス調整を行なうよう介護支援専門員に圧力をかけているという事例も報告されている．
介護保険制度は，利用者が持つ多様なニーズに対して，適切な社会資源を結びつけ，ニー
ズ充足を図ることで，利用者の自立を志向するという理念を持つ．そのため，サービス提
供機関の都合によって利用者のサービス利用を統制するのではなく，主体である利用者の
利益を最大限に尊重し，利用者が自立した生活を送れるように，ケースアドボカシーに着
目したサービス調整を行う介護支援専門員の立場の明確化が望まれるものと考える． 
 
第 4 節 ケアマネジメントにおけるケースアドボカシーに着目したサービス調整に関
する実証的研究の検討 
従来の議論の中で，ケースアドボカシーはケアマネジメント実践において重要な要素と
して言及されてきたが，依然として，具体的な支援としてどのように実践すべきかという
ことを明確にした研究は見られない．制度変革に伴い，従来の措置制度からのパラダイム
シフトが図られた影響として，利用者が契約関係の中で不利益を被る可能性が指摘される
わが国の現状において，ケースアドボカシーの概念をケアマネジメントにおける理念や目
的として述べるだけでなく，いかに実践としてサービス調整業務の中に定着させていくべ
きかということを明らかにすることは喫緊の課題と言える． 
そこで本章では，アドボカシー概念を整理し，ケースアドボカシー概念のケアマネジメ
ント実践におけるサービス調整実践への援用の可能性を検討してきた．次の段階としては，
こうした議論を踏まえたうえで，多様な価値観を持つ利用者に対応できる普遍性の高い実
践として，ケースアドボカシーに着目したサービス調整実践のあり方を検証していくこと
が求められると考える．そのためには，ケースアドボカシーに着目したサービス調整が実
際の現場においてどのように捉えられ，実践されているのか，その実態を把握し，具体的
な実践内容についてさらなる検討を行うことが必要であると言える． 
アドボカシーに関する先行研究では，理念としての議論や，量的調査に基づき，ソーシ
ャルワーカーに対するアドボカシーの役割認識について実証的に明らかにした研究などが
蓄積されてきている（Ezell 1994，Freddolino ら 2004）．しかしながら，アドボカシ
ーのケアマネジメント領域での援用可能性については，理念的な言及を行った研究は散見
できるものの，量的研究を用いた実証的な研究はほとんどなされていない．そこで上記の
課題をふまえ，以下においてケースアドボカシーに着目したサービス調整実践に関する実
証的研究枠組み及び，それぞれの研究目的と調査設計について検討を行った． 
 
１．ケアマネジメントにおけるケースアドボカシーに着目したサービス調整実践の操作的
定義 
ここまでにおいて，アドボカシーという概念が「社会情勢や福祉サービスの構造から生
じるアンバランスな力関係によって，利益や権利が阻害されている（あるいは阻害されそ
うな）状況に介入し，その関係を是正することで利益や権利の保障を行っていくこと」と
して捉えられてきたということ，アドボカシーはその働きかける対象によって「ケースア
ドボカシー」と「クラスアドボカシー」に大別されて論じられてきたことを整理した．ま
た，ケアマネジメントはこうしたアドボカシーの考えを具現化する実践形態，あるいはア
ドボカシー機能を内包する支援方法として認識され，特に利用者個人の利益にコミットメ
ントするケースアドボカシーが強調されてきたことが明らかとなった．加えて，わが国に
おける介護保険制度下においては，そのサービス提供システムが持つ特徴ゆえに，利用者
とサービス提供機関の力関係が存在するため，介護支援専門員が行なうサービス調整にお
いて，このケースアドボカシーの視点に立った支援を行うことの重要性が，先行研究のレ
ビューを通して示唆された． 
そこで，これらのことを踏まえ本研究では，ケアマネジメントにおけるケースアドボカ
シーに着目したサービス調整を「利用者とサービス提供機関との力関係によって，サービ
ス調整時に利用者の利益が阻害されないよう，利用者の立場に立って力関係を是正するこ
とで，利用者とサービス提供機関の対等な関係性の基，サービス提供が展開されるように
支援すること」と操作的に定義した． 
 
２．調査対象としての介護支援専門員 
 本研究の目的は，ケアマネジメントにおけるケースアドボカシーに着目したサービス調
整実践としての具体的介入指針を得ることである．しかし当該研究領域における先行研究
では理念的な言及にとどまっているため，その理念・概念を実践形態として落とし込んで
いくことが求められる．そのためには実際にケアマネジメントに携わる者が，実践レベル
において理念的な枠組みをどのように捉え，支援を行っているのかということを把握する
ことが有効と考えられる．わが国におけるケアマネジメント従事者とは，介護保険法によ
って制度化され，専門職として定着を見せている介護支援専門員が最も一般的であり，か
つ制度施行後 10 年以上の実績があり，実践に関する知識や経験についても一定の蓄積が
なされていることから，介護支援専門員を本研究の研究対象として設定することとした． 
理念から導かれた実践内容に対し，実際の業務に携わる介護支援専門員がどのように捉
え，実践しているのか，その実態を把握・整理することは，我が国の介護保険制度下にお
けるケアマネジメントとして，どのようにケースアドボカシーに着目したサービス調整実
践を展開していくべきかということを実情に即した形で提言していくことを可能にするも
のと考える．そこで本研究では，介護支援専門員として就労する者を対象に，ケースアド
ボカシーに着目したサービス調整実践及びその実践に関連する要因について総括的に捉え
た量的調査を実施し，統計解析によってその実践内容と関連要因について実証的に検証す
ることとした． 
 
３．介護支援専門員の実践から捉えるケースアドボカシーに着目したサービス調整の実態 
定義の多様性や，従来ケースアドボカシー実践として取り組まれてきた実践の特質が明
確に整理されてこなかったことにより，現状においてケースアドボカシーに着目したサー
ビス調整が実践として共通の認識を得ているとは言い難い．そのため，まず先行研究によ
りケースアドボカシーに着目したサービス調整実践として何が求められるのかということ
について，介護保険制度下のケアマネジメントという特色を踏まえて整理する必要がある．
また，その結果を用いてケースアドボカシーに着目したサービス調整の実践内容を測定す
るための実践項目を作成し，量的調査を行うことで，介護支援専門員による実践活動の結
果としてケースアドボカシーに着目したサービス調整実践がどのように捉えられ実践され
ているのかということについて実態に即した形で提示していく．そこでまず，ケースアド
ボカシーに着目したサービス調整実践についてどのような実践が介護支援専門員に求めら
れるのかということを整理したうえで，その内容が介護支援専門員によって実際にはどの
ように実践されているのかということについて，質問紙調査を用いて探索的に検討を行う
こととした． 
 
４．ケースアドボカシーに着目したサービス調整に関連する要因の検討 
 ケアマネジメントにおけるケースアドボカシーに着目したサービス調整実践の定着を考
えるうえで，実践に即した形で実践方法を提示していく事に加え，実際の現場において，
どのような要因がケースアドボカシーに着目したサービス調整実践の向上に影響を与えて
いるのか，その関連要因を明らかにし，介護支援専門員によるケースアドボカシーに着目
したサービス調整実践向上のための環境整備策の提示が求められるところである．先行研
究においては，アドボカシー実践を行うにあたり，その実践に影響を与える要因として，
支援者と利用者の関係，支援者と関係機関との関係のあり方が指摘されてきた．前者にお
いては，利用者の主体性を尊重するといった価値に基づいて利用者理解を行ったうえで，
「いかに利用者との関係性を作り上げていくか」が，アドボカシー支援を行う上で重要で
あると指摘されている（Hyduk ら 1997， 岩間 2001)．後者については，課題解決に向
けた協働体制作りのために，支援者が関係者・関係機関と連携し，関係性を構築しておく
ことがアドボカシー支援を円滑に行ううえで重要であると強調されている（小西 2007）．
そこで本研究ではケースアドボカシーに着目したサービス調整実践に影響を与える要因と
して，「利用者との関係」と「関係機関との関係」の二側面および「介護支援専門員の属性」
を設定し，それぞれの関連について分析を行なっていくこととした．  
第 2章 ケースアドボカシーに着目したサービス調整実践の構成要素 
第 1節 研究目的 
第 1 章における文献研究で示されたように，利用者の主体性を尊重することを理念とす
る介護保険が実効のあるものとなるためにも，介護支援専門員が行うケアマネジメントに
おいては，利用者とサービス提供機関間との力関係を是正し，対等性が確保された両者の
関係性に基づくサービス調整を指向すること，つまりケースアドボカシーに着目したサー
ビス調整を行っていくことが求められる．しかし，こうしたサービス提供機関と利用者の
力関係を前提に，利用者利益の側に立って支援を行い，利用者と他者との力関係を是正す
ることを意味する，ケースアドボカシーの概念からサービス調整を捉えようとする研究は
行われてきているものの，抽象度の高い理念的説明に限定されたものであり，未だ共通の
認識が持てておらず，明確な実践方法が示されているわけではない．また，実証的な観点
からの議論も十分になされているとは言い難い．そのため，具体的支援としてケースアド
ボカシーに着目したサービス調整を定着させるためには，支援の構成要素を明らかにし，
その要素に基づいた，より実践的な内容で実践方法を示していく必要があると考える． 
そこで本章の目的として，ケアマネジメントにおけるケースアドボカシーに着目したサ
ービス調整実践について，その概念的な構造を検討した上で，実践度を測定する項目尺度
を作成し，その構成要素を明らかにすることとした． 
 
第 2節 研究方法 
1． 調査対象者 
本研究では，WAM-NET に登録されている近畿 2 府 4 県の居宅介護支援事業所 400 箇
所を抽出し，1 事業所につき 1 名の介護支援専門員に協力を依頼するかたちで行われた．
居宅介護支援事業所の抽出方法として，まず WAM-NET に登録（2006 年 10 月時点）さ
れている近畿圏（大阪府，京都府，兵庫県，滋賀県，奈良県，和歌山県）の居宅介護支援
事業所総数をもとに各府県の事業所数に対応する比を算出した．次に，抽出される事業所
数が合計 400 箇所となるように，それぞれの比に対応した各府県の抽出数を算出した．そ
の上で，各府県に登録されている事業所に通し番号を付し，乱数表を用いてそれらの番号
から無作為に所定の数を抽出する手法を用いた．なお，調査票に回答する介護支援専門員
の選定については，各事業所に一任した．調査方法は自記式質問用紙を用いた郵送調査で
あり，調査実施期間は 2006 年 11 月 21 日から 12 月 13 日までの約 1 ヶ月間とした．本調
査のデータ分析にあたっては，回答者が特定できぬようコード化を行った．また，プライ
バシー保護に関する十全の配慮のもとでデータの管理を行い，他者が調査データにアクセ
スすることができないように厳重に保管を行った．有効回収数は 211 票，回収率は 52.8％
であった． 
 
２．概念定義と測定尺度 
（1）概念定義 
高齢者の多くは，加齢に伴う身体機能や活力の減退による喪失感，社会との関係性の変
化という状況から，生活環境に対してどうすることもできないという無力感を感じている
（Hyduk 1997）．あるいは，利用者とサービス提供機関との権力（上下）関係から抑圧
され，訴える手段･方法を知らないためにサービスに関する課題を意識化，言語化しにくい
状況にあることが多い（沖倉 2001）．サービス利用時において，利用者とサービス提供
機関の二者間のみで対等性を確保することは困難であり（谷川 2005），そのため，利用
者は力関係による不利益を被ることが考えられる．ケアマネジメントは，この二者間に介
入し，給付されるサービスが利用者のニーズに即して効果的に提供されるように，そのサ
ービス提供の調整役として位置づけられている（橋本 2004）．そこで本研究では，前章
の内容を受けケアマネジメントにおけるケースアドボカシーに着目したサービス調整を
「利用者とサービス提供機関との力関係によって，サービス調整時に利用者の利益が阻害
されないよう，利用者の立場に立って力関係を是正することで，利用者とサービス提供機
関の対等な関係性の基，サービス提供が展開されるように支援すること」と操作的に定義
した． 
 
（2）測定尺度 
ケースアドボカシーに着目したサービス調整は，サービス調整時においてサービス提供
機関と利用者のアンバランスな力関係によって，利用者が不利益を被ることがないよう，
利用者の利益や権利を保障することにある．既述のとおり，利用者の利益が阻害される理
由は，サービス提供機関と利用者間の力関係にあるため，介護支援専門員はその具体的実
践として「力関係の是正」を行っていくことが求められるものと考える．そのため，ケー
スアドボカシーに着目したサービス調整実践を展開しようとする際に，介入するポイント
である「利用者に対して弱者性を生じさせている力関係」が，利用者とサービス提供機関
との間でどのように発生しているのかということを明らかにする必要がある． 
こうした力関係を考えるうえでまず，サービスに対する情報量の格差が挙げられる．高
山（1999）はアドボカシーについて，どんなに福祉サービス提供システムが利用者の自己
決定と権利を尊重するものであったとしても，利用者が円滑にサービスへとアクセスでき
るための支援体制とサービスに関する情報がなければ，適切な福祉サービスの提供にはつ
ながらないとする．現状においても，サービスを利用者自身で決定するために必要な情報
を，利用者が必ずしも十分に得られているとは言えず，利用者とサービス提供機関間の情
報格差が生じていることが指摘されている（梶川 2004）．サービスに関する情報に利用
者が円滑にアクセスできず，また情報の内容を十分に理解できていなければ選択肢の幅が
狭まり，サービス提供機関と対等な立場でサービスを選定していくことは難しい．このよ
うに，ケースアドボカシーとして介入すべき利用者とサービス提供機関の力関係を生み出
す要因として「情報の非対称性」が挙げられるものと考える． 
また，利用者が抱える意思表明に関わる困難性も力関係を生じさせかねない．ケアマネ
ジメントによるサービス調整では，サービスに何を期待しているのかという利用者の意思
と，サービス提供機関が有する資源が合致して初めてサービス提供の根拠が成立すること
になる．しかし，サービス提供の現場においては，利用者と提供者という閉塞的な関係性
の中でサービスが提供されることが尐なくない．そのため，サービス利用に関する意思や
要望があったとしても，サービス提供機関への遠慮や，利用者の生活をコントロールしう
る提供者側の権威性によって，その意思や要望を表明していくことは容易ではない（小野 
2003，谷川 2005）．利用者がサービス利用に関する意思を明確に表出できず，沈黙して
いれば，提供されるサービスは，習慣的にサービス提供機関側の都合に合わせられかねな
い（宮川 1989）．現に，福祉サービス利用者は他に代替施設や選択肢がないために，あ
るいは医療・福祉の従事者からの報復を恐れて，言いたいことも言えない関係にあること
が指摘されている（河野 2004）．このように，サービス提供機関の権威性，意思を表明
していくことに対する利用者の不慣れさ，遠慮といった感情などによる「意思表明の困難
性」も力関係を生じさせる要因であると考えられる． 
一方で，提供されたサービスの適切性に対する評価をめぐる問題も力関係を生じさせる
要因として考えられる．福祉サービスは利用者の生活と密着しており，利用者は自身に提
供されるサービスを他のサービスと比較しにくい特徴を持つことから，提供されるサービ
スの適切性について評価する指標を具体的に持つことは容易ではない．宮川（1989）は，
アドボカシーが求められる背景として，専門的援助関係は専門職によるサービスの独占性
と排他性を特徴にしており，専門職は一般の利用者には接近不可能な専門的知識と技術を
ベースにし，サービスを独占的・排他的に操作するものであるため，利用者はそのサービ
スの評価について無能力であり，専門家の援助に依存しなければならない点を指摘する．
提供されたサービスに対して利用者が評価できず，あるいはサービスの質に疑問を持った
としても，自身の生活を左右するサービス提供機関への遠慮から評価を顕在化できない場
合，サービス内容の良し悪しがサービス提供機関の判断に委ねられかねない．このように，
利用者の「サービス評価に対する専門職への依存性」によって，力関係が生じることも考
えられる． 
加えて，サービス調整時における利用者からの苦情をどのように解決していくかという
ことに対する利用者の交渉力不足によって力関係が生じることも考えられる．利用者とサ
ービス提供機関双方の主張の相違によって起こる，提供されたサービスに関する利用者の
期待と実際のサービスとのズレ，誤解や不満は，利用者のサービスに対する苦情となって
顕在化する．苦情は，実際のサービス利用過程において，サービス内容に関するごく些細
な不服や，契約内容とサービス内容の相違，人権侵害に至るまでの様々な状況で利用者が
不満を感じた場合に表出され，利用者にはそのサービスに関する苦情を表明する権利があ
る（久田 1997）．しかし，いくら利用者が苦情を表明することができたとしても，それ
が具体的な改善をもってサービスに反映されなければ意味が無い．積極的な自己主張に慣
れておらず，代替サービスや他の選択肢が乏しい（河野 2004）といった利用者の置かれ
ている立場を鑑みる時，苦情解決に係る利用者とサービス提供機関の交渉力の差は歴然で
ある．そうした場合，苦情解決に取り組む度合いはサービス提供機関の姿勢に委ねられる
ことになり，サービス提供機関側に積極的な苦情解決の姿勢が無い限り利用者の苦情は軽
視され（北野 2000），あるいは「利用者のわがまま」といったレッテルが貼られかねな
い（高山 2005）．このように，提供されたサービスに対する利用者の「苦情に対する交
渉力不足」も力関係を生じさせる要因であると考えられる． 
以上のことから，サービス調整時において利用者とサービス提供機関の間には「情報の
非対称性」，「意思表明の困難性」，「サービス評価に対する専門職への依存性」，「苦情に対
する交渉力不足」によって生じさせられる力関係が存在するものと考えられる．ケースア
ドボカシーに着目したサービス調整は上記の要因に働きかけ，利用者が弱者的な立場に置
かれることでその利益が損なわれないように力関係を是正していく介入が求められる．そ
こで，介護支援専門員によるケースアドボカシーに着目したサービス調整の具体的実践と
して，情報の非対称性を是正するための「情報獲得支援」，意思表明の困難性を克服するた
めの「意思表明支援」，サービス評価に対する非専門職性を克服するための「サービス評価
支援」，苦情に対する交渉力不足を補うための「苦情解決支援」を探索的に設定した． 
 
① 「情報獲得支援」 
Freeman（2005）が，アドボカシーとしての最も効果的な支援は有用な情報を提供する
ことにあるとしているように，利用者とサービス提供機関との情報や知識の格差ゆえに，
サービス提供機関にサービス内容をコントロールされないためにも，利用者へサービスに
関する情報提供を行うことがケースアドボカシーに着目したサービス調整実践として求め
られると考える．岩間はその際，アドボカシーのための情報提供として，情報入手方法の
教示や，情報の理解を支援することも含むべきだとし，具体的な情報提供支援のあり方を
示唆している（岩間 2001）．従来の措置制度の下，自らサービスを決定・選択し，利用
する機会を得ていなかった利用者は，その前提となる社会福祉制度・サービスに関する情
報を獲得するにあたっての動機づけや，獲得した情報を必要に応じて選択，活用する情報
獲得能力を十分に備えてきたとは言い難い．一方事業者側も，利用者の権利性が不明確で
あった措置制度の影響や，社会資源の乏しさによりサービス選択の余地が無い利用者に対
する強者としての立場性から，提供するサービス内容および援助目標を，その受け手であ
る利用者に説明し，理解を求める情報提供に関する努力を怠ってきたことも否定できない
（沖倉 2003）．このように，利用者自身の決定に基づいてサービスを選定していくため
には，利用者個々の理解力に応じて方法を工夫し，適切な情報を得ることができるよう支
援する「情報獲得支援」が求められるものと考える． 
 
② 「意思表明支援」 
アドボカシーの具体的活動を考える上で，相手側に利用者の意思を表明するという要素
は欠かすことはできない（中村 2000）と述べられるように，利用者が個別的にどのよう
な対応を望んでいるのか，あるいはサービスに対してどのようなことを期待するのかとい
うことを効果的に伝えていくための支援が必要である．岩間（2001）は，利用者の意見を，
主張として相手に表明していくための手段として「メッセージの伝え方の検討」，「場の設
定」，「同伴」という活動を挙げ，アドボカシーを説明している．このように，利用者が自
らのサービスに対する意思を表明する手段や方法を知らないことで，サービス提供機関側
の都合が優先されたサービス内容とならないためにも，介護支援専門員は利用者がサービ
ス提供機関に意思を伝えていくための場の設定や，意思の言語化に向けて利用者の気持ち
を整理していくといった側面的支援，影響力の不足を補い，必要に応じて利用者の代わり
に代弁を行っていく（池田 2000）といった，サービス利用に関る「意思表明支援」が求
められるものと考える．  
③ 「サービス評価支援」 
ケアマネジメントにおいて，利用者にサービスを提供することの意義は単に現状を維持
することだけではなく，生活の質について常によい方向に変化をもたらそうとすることで
ある．そのためには，サービス提供後の利用者の変化や成長を把握し，サービスの有用性
を適宜評価することで，以後の対応に反映させていく必要がある．医療的介入に比べ，福
祉サービスに関する評価は日常生活支援という側面を持つことから利用者側の判断に本来
的に委ねられるべき余地が大きい（菊池 2000）．しかし，必ずしも利用者は専門的なサ
ービス内容に対する評価基準を持っているとは言えず，提供されたサービスの適切性を判
断できない可能性がある．特に従来，措置としてサービス提供を受けてきた利用者は，サ
ービスの一方的な受け手として制度の客体に位置づけられてきたことから，サービス内容
に関しては，サービス提供機関に依存的な「おまかせ」状態になってしまっていることも
尐なくない．そのため，提供されたサービスを積極的に評価しようとする姿勢には至らず，
サービスに関する評価は自然と潜在化しやすいことが考えられる．提供されたサービスが
評価されず，サービス内容の良し悪しがサービス提供機関の判断のみに委ねられてしまわ
ないためにも，専門的立場からのサービス評価活動や，本人との面談を通して体感した違
和感，発見した事実から，利用者と共に潜在化した評価の掘り起こしを行う必要がある（沖
倉 2001）．したがって，介護支援専門員には利用者をとりまく社会的，文化的背景を総
合的に理解しつつ，専門知識による客観的評価に加え，利用者の行動や表情からサインを
読み取り，提供されたサービスに関する的確な評価を引き出すための「サービス評価支援」
を行っていくことが求められるものと考える． 
 
④ 「苦情解決支援」 
高山（2005）は，アドボカシーの実践として，福祉サービスの利用において苦情が述べ
られるように，あるいはその苦情にわがままというレッテルを張られることがないように
利用者を支援していくこととする．また，そうしたうえで苦情に対してきちんとした説明
と回答が得られ，その苦情をもとに，施設のあり方やサービスが見直されるよう支援する
ことが必要だとする．そのため，利用者からの苦情に耳が傾けられ，適切な対応をもって
苦情解決が図られるよう，利用者からの苦情に対して，サービス提供機関側に今後の対応
を考える機会を提供し，適切な説明と回答に加え，必要に応じてサービス改善を促すため
の交渉活動を支援していくことが必要となる．したがって，介護支援専門員には苦情を新
たな潜在的ニーズやサービスに関する問題の発生と受け止め，双方が納得できる合意形成
といった方法論を視野に入れた苦情解決に向けての方針を打ち出していく「苦情解決支援」
が求められるものと考える（沖倉 2003）． 
 
本研究ではまず，これら探索的に導かれた 4 領域を構成する具体的実践内容を先行研究
ならびに介護支援専門員への聞き取りを基に抽出し，アイテムプールの作成を行った．そ
の後，現在介護支援専門員として就業する介護支援専門員 3 名と共に項目の示す内容やワ
ーディングについて協議を行った．こうして探索的に抽出された計 20 項目を本調査の調
査項目として設定した．これら 4 領域に基づく 20 項目の項目内容を表 2－1 に示す． 
なお，本研究で使用した調査項目については，福祉領域で研究を行う研究者よりエキス
パートレビューを受け，項目の妥当性を検討したことから，内容妥当性を有しているもの
と判断する． 
  
 【表２－１】ケースアドボカシーに着目したサービス調整実践に関する質問項目（20 項目） 
【情報獲得支援】 
1.利用者がサービスを体験的に利用できる機会を設けている 
2.サービスに関する質問にはそのつど適切に回答している 
3.利用者がわかりやすい方法でサービスの説明を行っている 
4.サービス内容を比較できるように，複数のサービス提供機関の情報を提示している 
5.サービス利用の利点だけでなく，不利益を受ける可能性も含めて情報提供している 
6.あなたが必要と思うサービスを提示する際に，その根拠を説明している 
 
【意思表明支援】 
7.利用者がサービス提供者に自らの思いや気持ちを伝えることができる機会を設けている 
8.利用者が自らの気持ちや思いをサービス提供者に伝える際は，希望に応じて同席している 
9.どのようにすれば利用者の気持ちや思いをサービス提供者に上手く伝えることができるか，利用者と一緒に考え
ている 
10.利用者自らがサービス提供者に気持ちや思いを伝えられない場合はあなたが利用者の言葉を代わりに伝えてい
る 
 
【サービス評価支援】 
11.サービスに対して困ったことがあればいつでも相談にのることを伝えている 
12.利用者の表情や態度から，サービス利用に満足しているかどうか確認している 
13.訪問時，利用者宅の生活の様子からサービス利用後の変化を確認している 
14.専門的に見て利用者の生活とサービスが一致していないと感じた場合，そのことを利用者と話し合っている 
 
【苦情解決支援】 
15.苦情に対してその事実関係を利用者と共に明らかにしている 
16.苦情内容を整理し，今後どうしていくかを利用者と話し合っている 
17.苦情の原因となった事由をサービス提供者に伝えている 
18.苦情に対する今後の対応について，利用者がサービス提供者から説明を受ける機会を設けている 
19.サービス改善に向けたサービス担当者会議に利用者が参加できるよう場所・時間などを調整している 
20.利用者の気持ちや思いに応じた柔軟な対応を行ってくれるようサービス提供者に働きかけている 
 
３．分析方法 
まず，介護支援専門員によるケースアドボカシーに着目したサービス調整実践として設
定した 4 領域（20 項目）の各項目に対する回答選択肢を「まったくしていない（1 点）」，
「あまりしていない（2 点）」，「ときどきしている（3 点）」，「いつもしている（4 点）」の
4 段階リッカート尺度とし，得点が高くなるほどケースアドボカシーに着目したサービス
調整を実践している程度が高くなるよう設定した． 
 次に，ケースアドボカシーに着目したサービス調整実践（20 項目）が，実際にはどのよ
うな構造であるのかを分析するために，因子分析（主因子法，プロマックス回転）を行い，
因子負荷量 0.4 以上を基準として項目の選定を行った．その結果，表 2－4 に示すように，
計 20 項目から成る 4 つの因子が抽出された．また，信頼性（内的一貫性）を，Cronbach’α
より確認した．なお，調査結果の分析には，統計ソフト SPSS12.0J for Windows を用い
た． 
 
第 3節 研究結果 
１．集計対象者の属性分布 
 調査対象者の基本属性について，「性別」は，男性 32 名（15.7％），女性 172 名（84.3％）
で女性が多くなっている．「年齢」は平均 45.5 歳であり，「40 代」が 82 名（40.2％）と最
も多く，「30 代」が 52 名（25.5％），「50 代」が 55 名（27.0％），「60 代」が 11 名（5.4％），
「20 代」が 4 名（2.0％）と最も尐なかった．最終学歴は，「短期大学・専門学校」が 115
名（56.4％）と半数以上を占めており，次いで「大学・大学院」の 55 名（27.0％），「高
等学校」の 33 名（16.2％）であった．アンケート記入時のケアプラン作成数は「30～39
ケース」が 81 名（39.9％）と，最も多くを占めており，次いで「20～29 ケース」の 50
名（24.6％），「10～19 ケース」の 29 名（14.3％），「10 ケース未満」の 23 名（11.3％），
「40～49 ケース」の 14 名（6.9％），「50 ケース以上」の 6 名（3％）の順であった．また，
介護支援専門員としての勤続期間は平均 3 年 10 ヶ月であった．2007 年に行なわれた全国
の介護支援専門員実態調査（(株)三菱総合研究所）のデータと本調査のデータを比較した
ところ，男女比，年齢構成共に近似した値を示しており，本調査において抽出されたサン
プルが介護支援専門員の実態から大きく外れる内容ではないと判断した． 
  
 【表２－２】集計対象者の属性分布（記述統計）  
項目 カテゴリー 度数 ％ 
性別 男性 32 15.7％ 
女性 172 84.3％ 
年齢 
（平均：45.5 歳） 
20 歳代 4 2.0％ 
30 歳代 52 25.5％ 
40 歳代 82 40.2％ 
50 歳代 55 27.0％ 
60 歳代 11 5.4％ 
最終学歴 高等学校 33 16.2％ 
短期大学/各種専門学校 115 56.4％ 
大学/大学院 55 27.0％ 
介護支援専門員経験
年数 
（平均：3年 10ヶ月） 
1 年未満 22 11.2％ 
1～2 年未満 21 10.7％ 
2～3 年未満 34 17.3％ 
3～4 年未満 30 15.3％ 
4～5 年未満 18 9.2％ 
5 年以上 68 34.7％ 
ケアプラン作成数 
（平均：27 ケース） 
10 ケース未満 23 11.3％ 
10～20 ケース未満 29 14.3％ 
20～30 ケース未満 50 24.6％ 
30～40 ケース未満 81 39.9％ 
40 ケース以上 20 9.9％ 
※なお，各項目における欠損値は除外している． 
 
２．ケースアドボカシーに着目したサービス調整実践に関する回答分布 
 ケースアドボカシーに着目したサービス調整実践に関する回答分布について平均値を見
てみると，全ての項目が 3.30 以上であったことから，多くの介護支援専門員がアドボカシ
ーに着目したケアマネジメント実践を「いつもしている」と答えていることがわかる．最
も平均値が高かったものは「サービスに対して困ったことがあればいつでも相談にのるこ
との伝え（3.88 点）」であり，次いで「必要と思うサービス提示の際の根拠の説明（3.85
点）」であり，これに比べて「利用者がサービスを体験的に利用できる機会の設定（3.30
点）」，「利用者がサービス提供者へ思いや気持ちを伝えることができる機会の設定（3.32
点）」が比較的低い値を示した． 
【表２－３】ケースアドボカシーに着目したサービス調整に関する回答分布 
【情報獲得支援】 平均値 標準偏差 
1. サービスを体験的に利用できる機会を設けている 3.30 0.67 
2. サービスに対する質問に適宜，適切な回答をしている 3.84 0.38 
3. 利用者のわかりやすい方法でサービス説明を行っている 3.60 0.60 
4. サービス内容が比較できるよう複数の情報を提示している 3.43 0.77 
5. サービス利用のメリット・デメリットを説明している 3.42 0.80 
6. 必要と思われるサービスを提示する際，その根拠を説明している 3.85 0.40 
【意思表明支援】   
7. 利用者が意思表明することができる機会を設定している 3.32 0.73 
8. 意思表明時，利用者の希望に応じてその場に同席している 3.39 0.67 
9. 意思表明方法を利用者と一緒に考えている 3.35 0.72 
10. サービスに対する利用者の意思を必要に応じて代弁している 3.68 0.52 
【サービス評価支援】   
11. 提供されたサービスに困り事があれば，いつでも相談にのることを利用者に伝えている 3.88 0.35 
12. 表情・態度からサービスに満足しているかどうか確認している 3.83 0.41 
13. 利用者宅の生活の様子からサービス利用後の変化を確認している 3.76 0.48 
14. 専門的知見から生活とサービスの不一致を感じた場合，そのことを利用者と話し合っている 3.62 0.57 
【苦情解決支援】   
15. 苦情の事実関係を利用者と共に確認している 3.79 0.45 
16. 苦情に対して今後どうしていくかを利用者と話し合っている 3.77 0.47 
17. 苦情の原因となった事由をサービス提供者に伝えている 3.85 0.36 
18. 苦情への対応に関する説明を提供者から受ける機会を設定している 3.46 0.78 
19. サービス改善に向けた担当者会議への利用者の参加調整をしている 3.35 0.78 
20． 利用者の意思に応じた柔軟な対応を行ってくれるよう，サービス提供者に働きかけている 3.64 0.54 
 
３．因子分析結果と信頼性の検討 
次にケースアドボカシーに着目したサービス調整実践の実際の構造を把握するために因
子分析を行った．その結果，計 20 項目より構成された 4 因子が抽出された．第 1 因子は，
サービス利用に関する意思や要望を，利用者自身が表明していくための側面的支援に関す
る 9 項目で構成され，「自己表明に向けた環境整備」と命名した．第 2 因子は，介護支援
専門員が行うサービス利用上の苦情についての体系的な対応に関する 3 項目で構成され，
「苦情解決に向けた利用者との協働」と命名した．第 3 因子は，提供されるサービスの適
切性を専門的見地から保障していく活動に関する 4 項目で構成され，「サービスの適切性
保障」と命名した．第 4 因子は，利用者利益の側に立った相談対応，行為代行に関する 4
項目で構成され，「利用者利益の保護的媒介」と命名した．抽出された 4 因子を構成する
項目の信頼性（内的一貫性）を Cronbach’α より確認したところ，各因子とも 0.72～0.85
と比較的高い信頼性係数が示された． 
 各因子の平均値を見てみると，「苦情解決に向けた利用者との協働」
（Mean=3.80,S.D.=0.37）の平均値が最も高く，次いで「サービスの適切性保障」
（Mean=3.76,S.D.=0.35），「利用者利益の保護的媒介」（Mean=3.76,S.D.=0.35），「自己表
明に向けた環境整備」（Mean=3.39,S.D.=0.49）の順であった．各因子の因子分析結果及び
単純集計結果は表 2-4，2-5 に示すとおりである．なお，各因子を構成している項目数が異
なることから，因子ごとの平均値，標準偏差は各々の合計素得点値を各項目数で除したも
のを示している． 
 
  
【表２－４】ケースアドボカシーに着目したサービス調整実践の因子分析   （分析 N＝201） 
質問項目 
因子負荷量 
因子 1 因子 2 因子 3 因子 4 
第1因子 自己表明に向けた環境整備（α＝0.853）     
意思表明時，利用者の希望に応じてその場に同席している .743 -.078 -.141 .220 
利用者が意思表明することができる機会を設定している .671 -.110 .017 .065 
サービス利用のメリット・デメリットを説明している .600 .054 -.013 .110 
意思表明方法を利用者と一緒に考えている .586 .034 -.149 .243 
苦情への対応に関する説明を提供者から受ける機会を設定している .586 .241 .105 -.190 
サービス内容が比較できるよう複数の情報を提示している .571 -.009 .164 -.077 
サービスを体験的に利用できる機会を設けている .561 -.025 .020 -.023 
サービス改善に向けた担当者会議への利用者の参加調整をしている .529 .111 .087 -.023 
利用者のわかりやすい方法でサービス説明を行っている .461 .065 .100 -.143 
第2因子 苦情解決に向けた利用者との協働（α＝0.813）     
苦情に対して今後どうしていくかを利用者と話し合っている .039 .844 -.054 .013 
苦情の事実関係を利用者と共に確認している .025 .793 -.069 .046 
苦情の原因となった事由をサービス提供者に伝えている .009 .574 .139 .068 
第3因子 サービスの適切性保障（α＝0.728）     
利用者宅の生活の様子からサービス利用後の変化を確認している .165 -.024 .799 -.189 
表情・態度からサービスに満足しているかどうか確認している -.191 .112 .550 .267 
専門的知見から生活とサービスの不一致を感じた場合，そのことを利
用者と話し合っている 
.224 -.199 .505 .232 
必要と思われるサービスを提示する際，その根拠を説明している .005 .013 .472 .082 
第4因子 利用者利益の保護的媒介（α＝0.769）     
サービスに対する利用者の意思を必要に応じて代弁している .022 -.007 -.035 .773 
サービスに対する質問に適宜，適切な回答をしている .221 .091 -0.48 .563 
利用者の意思に応じた柔軟な対応を行ってくれるよう，サービス提供
者に働きかけている 
-.015 -.002 .247 .538 
提供されたサービスに困り事があれば，いつでも相談にのることを利
用者に伝えている 
-.146 .118 .242 .485 
因子相関     因子1－因子2.3.4 
         因子2－因子3.4  
         因子3－因子4   
 .497 .489 
.301 
.606 
.497 
.512 
 
【表２－５】因子別素得点合計の単純集計  
因子 項目数 N 平均値 標準偏差 
因子1 自己表明に向けた環境整備 9 203 3.39 0.49 
因子2 苦情解決に向けた利用者との協働 3 204 3.80 0.37 
因子3 サービスの適切性保障 4 205 3.76 0.35 
因子4 利用者利益の保護的媒介 4 204 3.76 0.35 
※なお平均値・標準偏差は各因子を構成する項目の平均点（因子素得点合計）を項目数で割ったものである． 
第 4節 考察 
分析の結果，ケースアドボカシーに着目したサービス調整として仮説的に設定した 4 領
域が，介護支援専門員による実践という現象面においてそのまま独立した因子として抽出
されず，新たに「自己表明に向けた環境整備」，「苦情解決に向けた利用者との協働」，「サ
ービスの適切性保障」，「利用者利益の保護的媒介」の 4 因子にまとまった．従って，各因
子を構成する項目同士の交互作用的意味合いから，新たに抽出された因子の解釈を行なっ
た． 
【表２－６】ケースアドボカシーに着目したサービス調整に関する仮説枠組みと因子分析結果の比較 
【情報獲得支援】 因子分析結果 
1. サービスを体験的に利用できる機会を設けている 第 1 因子 
2. サービスに対する質問に適宜，適切な回答をしている 第 4 因子 
3. 利用者のわかりやすい方法でサービス説明を行っている 
第 1 因子 4. サービス内容が比較できるよう複数の情報を提示している 
5. サービス利用のメリット・デメリットを説明している 
6. 必要と思われるサービスを提示する際，その根拠を説明している 第 3 因子 
【意思表明支援】   
7. 利用者が意思表明することができる機会を設定している 
第 1 因子 8. 意思表明時，利用者の希望に応じてその場に同席している 
9. 意思表明方法を利用者と一緒に考えている 
10. サービスに対する利用者の意思を必要に応じて代弁している 第 4 因子 
【サービス評価支援】   
11. 提供されたサービスに困り事があれば，いつでも相談にのることを利用者に伝えている 第 4 因子 
12. 表情・態度からサービスに満足しているかどうか確認している 
第 3 因子 13. 利用者宅の生活の様子からサービス利用後の変化を確認している 
14. 専門的知見から生活とサービスの不一致を感じた場合，そのことを利用者と話し合っている 
【苦情解決支援】   
15. 苦情の事実関係を利用者と共に確認している 
第 2 因子 16. 苦情に対して今後どうしていくかを利用者と話し合っている 
17. 苦情の原因となった事由をサービス提供者に伝えている 
18. 苦情への対応に関する説明を提供者から受ける機会を設定している 
第 1 因子 
19. サービス改善に向けた担当者会議への利用者の参加調整をしている 
20． 利用者の意思に応じた柔軟な対応を行ってくれるよう，サービス提供者に働きかけている 第 4 因子 
第 1因子：自己表明に向けた環境整備 
第 3因子：サービスの適切性保障 
第 2因子：苦情解決に向けた利用者との協働 
第 4因子：利用者利益の保護的媒介 
  
第 1 因子の「自己表明に向けた環境整備」は，サービスに関する多角的な情報提供と，
意思表明のための支援過程への利用者参加に向けた支援を表す項目から構成されており，
利用者が必要な情報を得た上でサービス利用に関する意思を明確にし，その意思を利用者
自身がサービス提供機関に表明していく活動の側面的支援と捉えることができる．このよ
うに，利用者が自身の意思や要望を表明していくことは，「自己表明（self-expression）」
としてアドボカシー研究においても重要視されている概念でもあり（Schneider 2001），
他者が利用者の利益を擁護するということだけではなく，利用者自身がサービス利用の主
体として，自らの利益を表明していけるための側面的支援，環境整備が支援実践として強
調されている（小野 2003）．仮説枠組において「苦情解決支援」として捉えた「18．苦
情への対応に関する説明を提供者から受ける機会を設定している」，「19．サービス改善に
向けた担当者会議への利用者の参加調整をしている」という項目が本因子に収束したこと
は，これらの項目が意思表明のための利用者参加に向けた場の設定に関わる実践を示す内
容であったことに起因するものと考える． 
本分析結果からも利用者の自己表明に関する因子が抽出されたことから，アドボカシー
において強調される利用者の自己表明に向けた支援が，ケースアドボカシーに着目したサ
ービス調整においても重要な要素であることが示されたものと考える．  
 第 2 因子の「苦情解決に向けた利用者との協働」は，因子を構成している項目から，介
護支援専門員による体系的な苦情対応と捉えることができる．利用者がサービスに関する
苦情を発せられたとしても，時に感情的になり，客観性を欠いた一方的な主張になりかね
ないことや，具体的なサービスとして反映させるための交渉力に乏しいため，利用者とサ
ービス提供機関の二者間で苦情解決を図ることは難しい．介護支援専門員はその立場上，
サービスに問題がある場合は最初に苦情をぶつけられる存在であると考えられる（北野 
2000）．その際，介護支援専門員は利用者とサービス提供機関との力関係を踏まえたうえ
で，専門職としての責任所在を明確にしながら，利用者と共に苦情の客観性を確保し，今
後の対応を検討していく体系的な苦情対応を行うことが求められる．従って，よりスムー
スに苦情解決に至るよう支援する「苦情解決に向けた利用者との協働」が因子として抽出
されたものと考える．  
 第 3 因子の「サービスの適切性保障」は，利用者のニーズに対して提供されるサービス
の適質性を，専門的知見からフォローアップしていく活動を表す項目から構成されていた．
介護保険によるサービス給付は「サービスの提供」という事実行為であるため，日常生活
に関する多様なニーズが複合的に発生している高齢者自身が，ニーズを満たす上で個々の
サービスが適切であるかどうかを判断することは難しい（高齢者福祉･権利擁護研究会 
2001）．そのため，提供されるサービスに問題を抱えながらも，それを自覚できない，あ
るいは訴えることのできない利用者に対して，専門性に裏打ちされた知識と技術を持って
サービスの適切性を保障していく支援が必要となる．従って，利用者の同意に基づきなが
ら専門的知識と技術を用いて，適切なサービスが受けられる機会を促進し，ケアの継続性
を確保していく「サービスの適切性保障」が抽出されたものと考える．仮説枠組において
「情報獲得支援」として捉えた「6．必要と思われるサービスを提示する際，その根拠を
説明している」という項目が本因子に収束したことは，この項目がサービスの適切性に関
する同意形成を促す実践を示す内容であったことによるものと考える． 
 第 4 因子の「利用者利益の保護的媒介」は，仮説枠組において設定した各領域から利用
者の利益を保護するために行う代弁や，相談支援としての活動を表す項目が抽出され，一
つの因子として収束した．サービス調整時において，利用者の自己決定や主体性の尊重の
重要性と共に，加齢に伴う判断能力の衰えや，契約概念が完全に定着していないことから
起こる消費者被害が起こる可能性など，現状の高齢者が置かれている立場も十分に配慮さ
れる必要がある．利用者に必要な保護を怠ることは，専門職としての義務の放棄であると
も言え，利用者利益の保護のため，必要に応じて利用者とサービス提供機関の相互作用に
媒介として介入することを表す項目が，本因子として収束したものと考える．利用者の利
益が阻害される場合に，いつでも専門職として関ることができる体制を布いておくことは，
利用者自らが行動を起こす際にも頼りになる拠所として認識され，その行動を支えること
が期待できると考える． 
また，ケアマネジメントにおけるケースアドボカシーに着目したサービス調整実践の構
成要素として抽出された 4 因子間の相関係数より，いずれの 4 因子間においても，中程度
の正の相関が見られた（r＝0.3～0.6）．先行研究においてアドボカシー機能は単一の活動
によって推進されるのではなく，複数の活動の複合体として構成される（岩間 2001）も
のであり，個々の活動内容が相補うことで効果を発揮する（沖倉 2001）とされているこ
とから，4 因子全てが相互に関連しながらケースアドボカシーに着目したサービス調整実
践を構成しているものと解釈した．特に 4 因子の中でも「自己表明に向けた環境整備」と
「利用者利益の保護的媒介」にもっとも高い正の相関が見られ，2 因子間の近似，関係の
強さが示された．このことから，ケースアドボカシーに着目したサービス調整実践におい
ては，「自己表明に向けた環境整備」，「利用者利益の保護的媒介」を二者択一的に実践する
のではなく，利用者自身の自己表明を通した力関係の克服を目指しながらも，利用者の利
益が力関係によって阻害されそうなときはいつでも専門職として介入できるように，両実
践を利用者の状態に合わせて，バランスをとりながら一体的に実践していくことの重要性
が示唆されたものと考える． 
ケースアドボカシーに着目したサービス調整実践の実態について，各因子の平均値を見
てみると，「苦情解決に向けた利用者との協働」（Mean=3.80,S.D.=0.37）が他の因子より
もやや高い値を示した．このことは，介護支援専門員の責務について示した「指定居宅介
護支援等の事業の人員及び運営に関する基準」においても，介護支援専門員自らがサービ
ス計画に位置づけたサービスに対する利用者からの苦情について，迅速かつ適切に対応し
なければならない旨が記載されていることから，広く介護支援専門員の業務として認識さ
れていたことが実践の程度に影響を与えたものと考える．逆に「自己表明に向けた環境整
備」（Mean=3.39,S.D.=0.49）が他の因子に比べ，やや低い平均値を示しており，サービス
利用に関して依然として受身になりがちな利用者の現状（山田 2000）が「自己表明に向
けた環境整備」実践の程度に影響を与えたものと考える． 
 
 本章では，第 1 章において検討したケアマネジメントにおけるケースアドボカシーに着
目したサービス調整の操作的定義をもとに，介護支援専門員の実践度合いを測定する質問
項目について先行研究および文献をレビューすることにより検討を行なった．検討された
内容から，ケアマネジメントにおけるサービス調整実践について，4 領域 20 項目からなる
仮説枠組みを設定し，共同研究者及び介護支援専門員と協議を行ないながら質問項目を作
成した．それらを用い，介護支援専門員に対して質問紙調査を行ったうえで得られたデー
タをもとに因子分析を行なった結果，ケアマネジメントにおけるサービス調整実践として
「自己表明に向けた環境整備」，「苦情解決に向けた利用者との協働」，「サービスの適切性
保障」，「利用者利益の保護的媒介」の 4 因子が抽出された．これら 4 因子の平均値を算出
したところ，それぞれ高い得点が確認され，介護支援専門員が積極的にケースアドボカシ
ーに着目したサービス調整に取り組んでいることがわかった．また，それぞれの因子間の
相関係数は中程度の正の相関を示していることから，4 因子全てが相互に関連しながらケ
ースアドボカシーに着目したサービス調整実践を構成していると解釈でき，抽出された因
子が一体的かつ重層的に展開されることの重要性が示唆された． 
上記をふまえ探索的にではあるが，これら 4 因子について実証的な研究枠組みにおいて
それぞれの実践形態およびその実態が確認されたことは意義深いと考える．そこで次章で
は本章で得られた探索的研究結果を用いて，ケースアドボカシーに着目したサービス調整
に影響を与えると考えられる関連要因について言及を行なっていくこととする． 
 
  
第 3章 ケースアドボカシーに着目したサービス調整実践に影響を与える 
要因の検討 
 
第 1節 研究目的 
アドボカシーはその過程において，利用者が尊厳を取り戻し，自信と力を付けることを
目的とした概念であり，利用者が利益実現に主体的に関わることを目指す必要があるとさ
れている（清水 2000b）．そのため，ケースアドボカシーに着目したサービス調整を行う
際にも，その前提として利用者のことを生活に対して意欲や力を持つ存在として位置づけ
た理解を行い，その理解を起点に支援を展開していくことが介護支援専門員に求められる
と考える． そこでまず第 2 節において，介護支援専門員によるケースアドボカシーに着
目したサービス調整の構造を探索的に分析した結果を用い，介護支援専門員としての属性
を統制したうえで，介護支援専門員が行う利用者理解とケースアドボカシーに着目したサ
ービス調整との関連性を明らかにすることを目的とした分析を行った． 
また，アドボカシー支援を円滑に行うためには，利用者との関係作りだけでなく，支援
者が関係者・関係機関と連携し，課題解決に向けた協働体制作りを行っておくことの重要
性も指摘されており（小西 2007），その部分について言及した調査研究も見られない．
とりわけ，個別性の高い利用者の利益を護るアドボカシー支援を考える際，所属組織内・
外を問わず，関係者・関係機関と協働することで必要な情報を収集し，専門職として行う
支援の妥当性を様々な知見から検討することは必要不可欠といえる．ゆえに，所属組織内・
外における協働体制がケースアドボカシーに着目したサービス調整にいかに影響を与える
のかということを明確にし，詳細に検討する必要がある．したがって第 3 節では,「ケース
アドボカシーに着目したサービス調整」と「所属組織内・外における協働体制」との関連
について明らかにし，介護支援専門員によるケースアドボカシーに着目したサービス調整
の実践向上に向けた具体的示唆を得ることを目的とした分析を行った． 
 
 
第 2節 ケースアドボカシーに着目したサービス調整実践と利用者理解との関連性 
１．研究方法 
（1）調査対象 
本研究は，第 2 章で用いたデータと同一のものを使用して行なわれた．調査方法及び倫
理的配慮については第 2 章 2-(1)に準ずる． 
 
（2）調査項目 
①基本属性 
調査項目については，まず回答者の傾向を把握するために，基本属性として「性別」，「年
齢」，「雇用形態」，「介護支援専門員経験年数」，「最終学歴」，アンケート記入時の「ケアプ
ラン作成数」を質問項目として尋ねた． 
②独立変数 
Hyduk ら（1997）はアドボカシーを行うにあたって，利用者と支援者間の協調関係と
利用者理解に至ることの重要性を挙げている．中でも利用者理解の重要性について，支援
の方向性は，現状の問題点に対して利用者と支援する人間が共通した認識を持つことで決
定するため，支援者は利用者の人生経験や現状を深く認識する責任を負わなければならな
いことを示唆している．岩間（2001）はこうした利用者理解のあり方について，アドボカ
シーの起点を本人に置き，利用者が主体となる活動であることを強調したうえで，「当事者
性の尊重による本人理解」を行うことが重要としている．アドボカシーは，「自分の生活を
どのように作り上げたいか」という利用者の思いが基盤となる支援である．そのため介護
支援専門員には，利用者の生活に対する意欲や希望といった情報収集を通して，自らが望
む生活の実現に向けて行動を選択する主体的存在として利用者を捉えること，つまり「主
体性を尊重した利用者理解」を行うことが求められると考える．「主体性」とは一般的に「主
体的であること」とされており，「主体的」とは「ある活動や思考などをなす時，その主体
となって働きかけるさま．他のものによって導かれるのではなく，自己の純粋な立場にお
いて行うさま（広辞苑 1998）．」とされている．岡村は社会福祉援助の原理の一つとして
「主体性の原理」を挙げ，個人は様々な社会関係に規定されながらも，それらの社会関係
を統合する生活主体者として捉えられる必要があるとする．また，専門家によって一方的
に規定された受動的存在としての生活像に基づく支援は，「非主体的な生活」に結びつくと
述べている（岡村 1983）．つまり，利用者は生活課題を抱えた当事者であり，支援の対
象であると同時に，生活主体として認識されるべき存在であり，支援者は利用者を生活主
体として尊重する必要があると考えられる．そこで本研究では，利用者の主体性を「利用
者が自己の純粋な立場から希望する生活の実現に向けて働きかけようとする態度」として
操作的に定義を行い，「主体性を尊重した利用者理解」について，どのような実践が求めら
れるかということを探索的に抽出した．利用者の主体性を尊重した実践については，パー
ソンセンタードプランニングに依拠した実践の中でも協調されており，利用者の主体性を
尊重するために，「希望」や「潜在能力」，「生活の中の楽しみ」などを支援者が熟考する必
要があることが指摘されている（Steve ら 2002，古井 2007）．また，ストレングスモ
デルのケアマネジメント実践においても，支援過程の主役は利用者であるという考えの基，
自身の希望やニーズを見出すことができるように利用者の「意欲」や「能力」，「抱負」な
どに焦点をあて，主体としての側面から利用者を捉えるための取り組みが実践されている
（白澤 2009）．そこで本研究では，「主体性を尊重した利用者理解」を行うためには，現
在利用者が有している強さや可能性といった「潜在的な能力」，生活の中で楽しみにしてい
ることや好きなことである「趣味・嗜好」，生活に対する希望や積極的に何かをしようとす
る気持ちである「意欲」，利用者が今までの生活をどのように送ってきたかという「生活歴」
を総合的にアセスメントすることにより「主体性を尊重した利用者理解」を行うことがで
きるものと仮説を立てた．そのうえで，ストレングスに関する先行研究（Kisthardt ら 
1992，Rapp ら 2007）を参考に「潜在的な能力」，「趣味・嗜好」，「意欲」，「生活歴」に
関するアセスメント項目を抜き出し，アイテムプールの作成を行った後，介護支援専門員
と協議・検討を行い，探索的に抽出された 8 項目を下位項目とする「主体性を尊重した利
用者理解」を独立変数として設定した．回答選択肢には「まったくしていない（1 点）」，
「あまりしていない（2 点）」，「ときどきしている（3 点）」，「いつもしている（4 点）」の
4 段階リッカートスケールを用い，実践に対する自己評価が高いほど得点が高くなるよう
に配点を行った．そのうえで，「主体性を尊重した利用者理解」の 8 項目について主成分
分析を行ったところ，8 項目全てが第１主成分として示され，固有値は 4.60，寄与率は
57.50%であった．分析においては，「主体性を尊重した利用者理解」の主成分得点を，「主
体性を尊重した利用者理解」の総合得点として用いた． 
加えて，利用者理解のあり方とともに，担当ケース数や就労形態，身分的安定への傾斜
がアドボカシーに着目した実践を行ううえでの障壁になることも指摘されている．担当ケ
ース数がサービス調整時に与える影響は，ケアマネジメント領域でも指摘される（秋山 
2005）ところであり，担当ケース数の増加や他職との兼務による過重な勤務体制は，利用
者との接触頻度を減尐させ，密接な関係を確立する機会を概して弱めるとされている
（Intagliata 1992）．また，介護支援専門員は独立した機関の職員ではあるが，一般的に
はサービス事業者の組織に属し，介護報酬を前提としてサービス計画の作成とサービスの
調整を行うことになっているため，職場における組織的統制や，それにまつわる組織人と
しての立場性に基づく保身により，アドボカシーに消極的にしか関われない現実に直面し
ているという一面があるということも指摘されている．つまり，担当ケース数や，他職と
の兼務などの就労形態が引き起こす利用者との関係性の希薄化や，役職に対する保身によ
って，利用者の利益を第一義に考えられなくなってしまうことが，「ケースアドボカシーに
着目したサービス調整」に影響を与える要因として想定される．そこで本研究においては，
独立変数として，就労特性である「ケアプラン作成数」，「雇用形態」，「役職」といった変
数に加え，基本属性として介護支援専門員の「性別」，「介護支援専門員経験年数」，そして
「主体性を尊重した利用者理解」の 6 変数を設定した． 
 
③従属変数 
 本研究では従属変数として，「ケースアドボカシーに着目したサービス調整」を設定し
た．ケースアドボカシーに着目したサービス調整については，前章において信頼性の確認
を行った．回答選択肢には「まったくしていない（1 点）」，「あまりしていない（2 点）」，
「ときどきしている（3 点）」，「いつもしている（4 点）」の 4 段階リッカートスケールを
用い，「ケースアドボカシーに着目したサービス調整」に対する自己評価が高いほど得点が
高くなるように配点を行った．本分析においては，これら 4 因子それぞれを構成する下位
項目の素得点合計を従属変数として用いることとした． 
 
（3）分析方法 
まず，探索的に設定した「主体性を尊重した利用者理解（8 項目）」について，主成分分
析を行った．その上で，「主体性を尊重した利用者理解」，及び統制変数を独立変数に，ケ
ースアドボカシーに着目したサービス調整を構成する各因子を従属変数とする，強制投入
法による重回帰分析を行った．重回帰分析を行うにあたり，「性別（0＝男性，1＝女性）」，
「雇用形態（0＝専任，1＝兼任）」及び「役職（0＝管理運営者，1＝特になし）」について
はダミー変数を作成した．重回帰分析を行うにあたり，基本属性である「年齢」について
は，事前に「介護支援専門員経験年数」との間に比較的強い相関（r=0.71）が見られたこ
とから，今回の重回帰分析のモデルにおいては介護支援専門員の特徴をより反映すると考
えられる「介護支援専門員経験年数」を投入し，「年齢」を投入しないこととした．また，
重回帰分析のそれぞれのモデルに対し，VIF 値より独立変数間の多重共線性の有無につい
て確認した．本研究では，全ての重回帰モデルにおいて，各変数の VIF 値は 2 未満であり，
基準値（10 未満）（小塩 2010）を下回っていたことから多重共線性は無いものと判断し
た．分析には，SPSS12.0 for windows を使用し，検定の統計的有意水準についてはすべ
て 5%未満とした．  
 
２．研究結果 
（1）主体性を尊重した利用者理解に関する回答分布と信頼性の検討 
「主体性を尊重した利用者理解（8 項目）」について主成分分析を行なった結果，単一の
成分として抽出された（Mean=3.46, S.D.= 0.47）（表 3－1）．項目の信頼性について
Cronbach’ α より確認したところ，0.89 と比較的高い信頼性係数が示された． 
 
 【表３－１】主体性を尊重した利用者理解の主成分分析結果 
項目 負荷量 
第1主成分 主体性を尊重した利用者理解 （Cronbach’ α＝0.89）  
利用者の身体能力の把握 .722 
利用者の得意なことの把握 .831 
利用者が生活の中で楽しみにしていることの把握 .834 
利用者が好きなことの把握 .831 
利用者が今後も続けていきたいと思っていることの把握 .748 
利用者の生活習慣の把握 .700 
現在にいたるまでの利用者の生活歴の把握 .708 
これまでの利用者の生活を支えてきた人たちの把握 .672 
固有値：4.67  固有値寄与率（%）:57.5  
 
（2）ケースアドボカシーに着目したサービス調整実践と主体性を尊重した利用者理解の関
連性の検討 
重回帰分析の結果を表 3－2 に示す．「ケースアドボカシーに着目したサービス調整」の
関連要因を因子ごとに見てみると，第 1 因子の「自己表明に向けた環境整備」に対して，
「主体性を尊重した利用者理解」（β＝0.538）が 0.1%水準で有意であった（R2＝0.302）．
第 2 因子の「苦情解決に向けた利用者との協働」については，「主体性を尊重した利用者
理解」（β＝0.396）が 0.1%水準で有意であり，次いで「ケアプラン作成数」（β＝0.148）
が 5％水準で有意であった（R2＝0.148）．第 3 因子の「サービスの適切性保障」について
は，「主体性を尊重した利用者理解」（β＝0.477）が 0.1%水準で有意であり，次いで「雇用
形態（0=専任/1=兼任）」（β＝－0.135）が 5％水準で有意であった（R2＝0.229）．第 4 因
子の「利用者利益の保護的媒介」については，「主体性を尊重した利用者理解」（β＝0.530）
が 0.1%水準で有意であった（R2＝0.288）． 
 なお，上記の重回帰モデルの F 値はすべて 0.1%水準で有意であったため，これらの重
回帰モデルは有効であることが示された． 
 
 
 
 
【表３－２】ケースアドボカシーに着目したサービス調整と主体性を尊重した利用者理解との関連 
（重回帰分析結果） 
          
因  子 
 要  因 
自己表明に 
向けた環境整備 
苦情解決に向けた
利用者との協働 
サービスの 
適切性保障 
利用者利益の 
保護的媒介 
β ｔ値 β ｔ値 β ｔ値 β ｔ値 
性別（0:女性/1:男性） -.101 -1.641 .059 .872 -.058 -.915 .030 .497 
雇用形態（0:専任/1:兼任） .004 .063 .030 .425 -.135 -2.029* -.044 -.691 
介護支援専門員経験年数 -.002 -.033 -.078 -1.111 .033 .493 .036 .557 
役職(0:管理運営者/1:特になし） -.059 -.908 -.075 -1.066 .048 .714 -.053 -.824 
ケアプラン作成数 .058 .870 .148 2.051* -.117 -1.689 .082 1.236 
主体性を尊重した利用者理解 .538 8.747*** .396 5.851*** .477 7.404*** .530 8.562*** 
調整済み R２ .302*** .148*** .229*** .288*** 
β：標準偏回帰係数  *p<.05， **p<.01， ***p<.001   
網掛け部分は統計的に有意な関連を示した変数を指す 
３．考察 
重回帰分析の結果より，「ケースアドボカシーに着目したサービス調整」として設定した
全ての領域において，「主体性を尊重した利用者理解」が正の関連を示しているという知見
が得られた． 
「ケースアドボカシーに着目したサービス調整」として苦情解決やサービスの適切性の
保障，代弁といった支援を行うことは，利用者が望むサービスを受けることができるよう
にすることを目的としているが，その支援の根底にあるものは「利用者が主体的にどのよ
うに生活していきたいか」ということを利用者の立場に立って追求することにある．しか
し，高齢者の中には加齢に伴う心身機能の低下によって，喪失感や無気力感を抱いている
者もいる（清水 2000b）．また，複合的で多様な生活課題を抱えているために，生活に対
する主体的な側面が潜在化しやすくなっている場合もある．「主体性を尊重した利用者理解」
はこうした利用者に対して，単なる疾病や低下した機能のみに焦点をあてるのではなく，
生活に対する意欲や希望に焦点をあてて利用者を把握していくことである．また，生活に
対する意欲や希望といった主体的側面は，生活環境や周囲との関りの中で培われたもので
あり主観的な要素が強いため，介護支援専門員が客観的かつ一方向的に理解できるもので
はなく，利用者とともに明確にしていくことが求められる． 
先行研究において，こうした利用者との協働作業を通して生活に対する希望や意欲を明
確にしていくことは，利用者自身が生活を営んできた強さや力に気付き，自らの生活に対
して能動的な意識を持つことにつながると指摘されている（狭間 2000，山口 2005）．
つまり，主体性を尊重した利用者理解を行うことは，介護支援専門員が利用者の主体性を
把握するだけでなく，利用者が介護支援専門員とともに自らの意欲や希望を表出していく
プロセスを経ることで，利用者自身の主体性への気付きを促すことにつながると考えられ
る． 
このことは，「ケースアドボカシーに着目したサービス調整」を行ううえで起点となる，
利用者の「主体性」を明確にする一助になると考えられ，結果として，「主体性を尊重した
利用者理解」が「ケースアドボカシーに着目したサービス調整」を構成する 4 因子全てに
おいて，共通して影響を与えたものと考える．また，これまでにも先行研究において，ア
ドボカシーに立脚した支援を展開する際に，利用者の意欲や希望を把握しておくことの重
要性が指摘されており（池田 2000），本研究の結果は，先行研究の内容を支持するもの
と考える． 
中でも，第 1 因子「自己表明に向けた環境整備」と第 4 因子「利用者利益の保護的媒介」
は，重回帰モデルにおいて関連要因が「主体性を尊重した利用者理解」の一要因だけであ
ったにも関わらず，決定係数（R2）は他の因子に比べ高い値を示していた．この結果を受
け，「主体性を尊重した利用者理解」と第 1・第 4 因子との関係性について言及を行ってい
くこととする． 
第 1 因子である「自己表明に向けた環境整備」は，近年のアドボカシー研究においても
「自己表明」として重要視されている概念（Schneider 2001）である．この自己表明を
側面的に支援していくためには，利用者が自己表明すべき意思，つまり利用するサービス
や将来の生活に対する，「こうあるべき」，「こうしたい」といった利用者の主体的側面を，
介護支援専門員が利用者と共有しておくことが必要不可欠となる．「自己表明に向けた環境
整備」を行う介護支援専門員が利用者の主体性を軽視，あるいは単なる「利用者のわがま
ま」と捉えてしまったのであれば，積極的な支援には結びつかない（高山 2005）．利用
者との協働作業を通して「主体性を尊重した利用者理解」を行うことは，利用者の主体的
側面を介護支援専門員と利用者が共通認識として持つうえで有効であり，結果として，「自
己表明に向けた環境整備」に強く影響を与えたものと考える． 
一方で，第 4 因子の「利用者利益の保護的媒介」を展開していくためには，利用者の護
られるべき利益が何であるのかということを明確に把握しておく必要がある．しかし，利
用者の利益とは個別性の高いものであり（久田 1997），かつ，護られるべき利益を介護
支援専門員が一方的・独善的に決定し，利用者に代わって主張していくことを前提とした
支援を行ったのであればパターナリズムに陥る可能性がある．また，介護支援専門員への
依存や，モチベーションの低下を引き起こし，ともすれば支援行為自体が利用者にとって
の権利侵害になりかねない（岩間 2004）．そのため，介護支援専門員が積極的に介入し，
利用者の利益を保護しようとする際にも，利用者の当事者性を最大限活かせるよう，生活
に対する意欲や希望をもとに利用者の護られるべき利益を明らかにし，必要に応じて代弁
などを行っていく必要がある．本研究においても，「主体性を尊重した利用者理解」の実践
が高いほど，「利用者利益の保護的媒介」に取り組めていることが明らかとなり，先行研究
の内容を支持する結果になったものと考える． 
また，「主体性を尊重した利用者理解」に加え，「ケアプラン作成数」が第 2 因子の「苦
情解決に向けた利用者との協働」に影響を与え，「雇用形態」が第 3 因子である「サービ
スの適切性保障」に影響を与えていたことが明らかとなった．担当ケース数の増加は個々
の利用者との接触に費やす時間を減尐させることから，アドボカシー実践を阻害する要因
と考えられてきた．しかし，本研究より示された結果は，ケアプラン作成数が多いほど，
苦情解決に向けた利用者との協働に取り組めているというものであった．前述のとおり「苦
情解決に向けた利用者との協働」は，利用者からの苦情を基盤に展開される支援であり，
担当するケース数が多ければ，苦情対応に取り組む機会も増える可能性があると考えられ
る．また，ケアプラン作成数が多いということは，それだけ面接の機会や利用者のニーズ
を分析する機会が増えることにつながり，介護支援専門員による利用者の価値観の受け入
れや，苦情に対する理解を促すことも考えられる．つまり，多くのケアプラン作成を行う
ことで，介護支援専門員の経験知が増強されることにより，利用者からの苦情に積極的に
取り組めることが考えられる． 本研究では先行研究において阻害要因としてみなされてき
た「ケアプラン作成数」が，結果として「苦情解決に向けた利用者との協働」において，
有意な正の関連を示した．しかしながら，その理由は上記のような介護支援専門員の個人
特性のみならず，所属する事業所などの苦情解決に向けた取り組み姿勢といった，所属機
関の特性も複合的に関連している可能性が考えられることから，今後は苦情対応の質と合
わせて，「ケアプラン作成数」が「苦情解決に向けた利用者との協働」に与える影響につい
て多角的な見地より再度検討を行っていく必要があるものと考える． 
また，「雇用形態」と第 3 因子である「サービスの適切性保障」の関連について，「雇用
形態」が「兼任」の介護支援専門員に比べて，「専任」の介護支援専門員の方が「サービス
の適切性保障」に対する実践度が高い結果を示していた．医療的介入に比べ，日常生活支
援という側面を持つ福祉サービスに関する評価は，利用者側の判断に本来的に委ねられる
べき余地が大きい（菊池 2000）．そのため，介護支援専門員には利用者のニーズに対す
るサービスの適切性を保障するために，利用者の変化や成長などの状況に合わせて，サー
ビスの有用性を適宜評価し，利用者の側に立って適切性を判断していくことが求められる． 
介護支援専門員は専門職として，利用者に提供されるサービスの適切さと効果を利用者
の立場から評価する責任を負っている．しかし，「雇用形態」が「兼任」である介護支援専
門員は，兼任する他職との間に専門職としての複数のアイデンティティを持ち，時に兼務
する業務からの統制を受け，利用者の立場からサービスを評価するということに専念でき
ない可能性が出てくる．また職業を兼務するということは，それだけ多くの職務内容を担
当することになり，利用者の状況に合わせてサービスの適切性を評価するための時間を割
くことが難しくなる．したがって，変化する利用者の状況を的確に把握し，利用者の側か
らサービスの適切性を評価することが求められる「サービスの適切性保障」においては，
「専任」の介護支援専門員の方がよりよく実践できていたという結果になったものと考え
る． 
 
第 3節 ケースアドボカシーに着目したサービス調整実践と職場内・外における協働
体制の関連性 
１．研究方法 
（1）調査対象 
本研究は，第 2 章で用いたデータと同一のものを使用して行なわれた．調査方法及び倫
理的配慮については第 2 章 2-(1)に準ずる． 
 
（2）調査項目 
① 基本属性 
回答者の傾向を把握するために，基本属性として「性別」，「年齢」，「雇用形態」，「役職」，
「介護支援専門員としての経験年数」，「ケアプラン作成数」を質問項目として尋ねた． 
② 独立変数 
独立変数として，まずケースアドボカシーに着目したサービス調整実践に関連すると考
えられる「所属組織内・外における協働体制」について検討した．ケースアドボカシーに
着目したサービス調整実践を展開していくうえで，利用者のニーズを満たす最善のサービ
スを保障していくためには，サービスに対する情報収集やサービス変更のための調整，時
には利用者に提供されるサービスの質の改善を求め，サービス提供機関との協議などを行
う必要が出てくると考えられる．そのため，サービス提供機関と継続的に関係性を保ち，
課題解決に向けて協働できる体制を整えておく必要がある．また，実務的な支援やスーパ
ービジョン等を，上司や同僚から得ることも支援を展開するうえで欠かせない．このよう
に，ケースアドボカシーに着目したケアマネジメント実践を効果的・効率的に行うために
は日ごろから「所属組織内・外における協働体制」を構築しておくことが重要な要素であ
ると考えられる（小西 2007）．介護支援専門員はこうした協働に向けた基盤として，所属
組織内の同僚・上司との人間関係，サービス調整という日常業務の中で培われた所属組織
外のサービス提供機関といった身近な関係性をまずは有効に活用するべきであろう．そこ
でまず，「所属組織内における協働体制」として，職場内の上司・同僚との関係性に着目し，
項目作成を行った．職場における上司・同僚は，介護支援専門員にとって最も身近な「協
働者」であり，介護支援専門員が職場内において支持的バックアップを行ってくれるソー
シャルサポートを持つことは，時にラディカルな側面を持つアドボカシー支援を行ううえ
で，重要な要因になるものと考える．項目作成にあたっては，多くの先行研究において援
用されているソーシャルサポート尺度（小牧ら 1993）を参考に，「上司・同僚からのサポ
ート（12 項目）」を作成した．回答選択肢には「まったくそう思わない（1 点）」，「あまり
思わない（2 点）」，「どちらともいえない（3 点）」，「そう思う（4 点）」，「とてもそう思う
（5 点）」の 5 段階リッカートスケールを用い，上司・同僚からサポートを受けられている
と感じるほど得点が高くなるように配点を行った． 
また，「所属組織外における協働体制」を測る項目としては，サービス提供機関との連携
の度合いに着目し，項目作成を行った．サービス提供機関との連携については，ケースア
ドボカシーに着目したサービス調整が，利用者とサービス提供機関との相互作用に介入す
る支援であることから，一定のポジティブな関連を示すことが想定される．しかし，その
反面，密に連携を行うことで，介護支援専門員のサービス提供機関への過度なコミットメ
ントや，遠慮などが引き起こされ，介護支援専門員がサービスの改善や不備の指摘を行う
ことに躊躇してしまうことも考えられる（北野 2000）．このように，必ずしも連携を行
うことがケースアドボカシーに着目したサービス調整を促進させるとは言い切れないこと
から，サービス提供機関との連携が，ケースアドボカシーに着目したサービス調整にどの
ように関連しているのかを分析する必要があると考える．そこで「所属組織外における協
働体制」を測る項目について，介護支援専門員が日ごろの業務をとおして常に関わりを持
つ相手であるサービス提供機関との連携の度合いに着目し，項目作成を行った．サービス
提供機関については，介護支援専門員が常に協働してサービス調整に関わっていることか
ら，一定の関係性は築かれているものと考えられる．しかしながら，アドボカシー実践を
行ううえではサービスの修正・改善を求めることもあり，日常的なサービス調整における
実務的な関係性を越えた協働関係が求められるものと考える．そこで「所属組織外におけ
る協働体制」を測る項目として，介護支援専門員がサービス提供機関と日ごろの業務をと
おして行う連携の度合いを設定した．「連携」とは，地域において，複数の機関および多様
な専門職種間で情報を提供しながら，協働で対象者の問題解決に取り組んでいる活動およ
びその活動に関する管理業務の総体（筒井 2003）とされており，単に「知っている」とい
う関係性ではなく，共に課題に取り組む活動の基盤と解釈できる．そこで，筒井が開発し
た「連携活動評価尺度」を参考に，介護支援専門員によるサービス提供機関との連携の重
要性を示唆する先行研究（小林 2000）を検討し，アイテムプールの作成を行った後，現
在，居宅介護支援事業所で就労する介護支援専門員と項目の示す内容やワーディングにつ
いて協議を行い，探索的に抽出された 6 項目を下位項目とする「サービス提供機関との連
携」を独立変数として設定した．回答選択肢には「まったくしていない（1 点）」，「あまり
していない（2 点）」，「ときどきしている（3 点）」，「いつもしている（4 点）」の 4 段階リ
ッカートスケールを用い，配点を行った． 
また，介護支援専門員は介護報酬を前提としてサービス計画の作成とサービスの調整を
行うことになっているため，時に介護報酬に結びつかない,ケースアドボカシーに着目した
サービス調整実践に伴う業務に対して，職場から統制を受ける可能性が考えられる．その
ため，ケースアドボカシーに着目したサービス調整実践に関連する要因として，介護支援
専門員の職場内における立場を考慮しておく必要があるものと考える．加えて，ケアマネ
ジメントを実践していくうえで，担当ケース数が多いということが職務の多忙さを生み出
し，概して利用者自身との接触の機会が減尐することが先行研究でも指摘されており
（Intagliata 1992），こうした過重な担当ケース数や，他職との兼務といった状況が引き
起こす介護支援専門員の負担の多さが，ケースアドボカシーに着目したサービス調整実践
にも影響を与える可能性が考えられる．以上のことから，本研究においては，統制変数と
して介護支援専門員の基本的な特性である「介護支援専門員経験年数」と，就労特性であ
る「雇用形態」，「役職」，そして「ケアプラン作成数」を設定した． 
なお，介護支援専門員は多くの場合，同職場内においてサービス提供機関を併設してい
る場合が多く，「同僚・上司」＝「サービス提供機関」となる可能性が想定される．そうし
た場合，必然的にサービス提供機関との連携度合いが高くなることが考えられることから，
本研究では，それぞれの弁別性を高めるため，同組織内のサービス提供機関職員について
は「同僚・上司」として扱い，「サービス提供機関」が指す内容を「所属組織外のサービス
提供機関」に限定して調査を行った． 
 ③従属変数 
従属変数として設定した，「ケースアドボカシーに着目したサービス調整」については，
前章において信頼性との確認を行っている．回答選択肢には「まったくしていない（1 点）」，
「あまりしていない（2 点）」，「ときどきしている（3 点）」，「いつもしている（4 点）」の
4 段階リッカートスケールを用い，「ケースアドボカシーに着目したサービス調整」に対す
る自己評価が高いほど得点が高くなるように配点を行った．本研究においては，これら 4
因子それぞれを構成する下位項目の素得点合計を従属変数として用いることとした． 
 
（3）分析方法 
まず，探索的に設定した「所属組織内における協働体制」である「上司・同僚からのサ
ポート（12 項目）」，「所属組織外における協働体制」である「サービス提供機関との連携
（6 項目）」について，それぞれ因子分析を行った．その上で，「所属組織内・外における
協働体制」の各変数，及び統制変数を独立変数に，ケースアドボカシーに着目したサービ
ス調整を構成する各因子を従属変数とする，強制投入法による重回帰分析を行った．重回
帰分析を行うにあたり，「性別（0＝男性，1＝女性）」，「雇用形態（0＝専任，1＝兼任）」
及び「役職（0＝管理運営者，1＝特になし）」についてはダミー変数を作成した．基本属
性である「年齢」については，事前に「介護支援専門員経験年数」との間に比較的強い相
関（r=0.71）が見られたことから，今回の重回帰分析のモデルにおいては介護支援専門員
の特徴をより反映すると考えられる「介護支援専門員経験年数」を投入し，「年齢」を投入
しないこととした．また，重回帰分析のそれぞれのモデルに対し，VIF 値より独立変数間
の多重共線性の有無について確認した．本研究では，全ての重回帰モデルにおいて，各変
数の VIF 値は 2 未満であり，基準値（10 未満）（小塩 2010）を下回っていたことから多
重共線性は無いものと判断した．分析には，SPSS12.0 for windows を使用し，検定の統
計的有意水準についてはすべて 5%未満とした．  
 
２．研究結果 
（1）職場内・外における協働体制に関する回答分布と信頼性の検討 
「所属組織内における協働体制」である「上司・同僚からのサポート（12 項目）」につ
いて，プロマックス回転を伴う主因子法の因子分析を行った結果，二因子に分かれて抽出
された．それぞれを構成する項目から「上司からのサポート（6 項目）」
（Mean=3.52,S.D.=1.13）と「同僚からのサポート（6 項目）」（Mean=4.01,S.D.=0.94）
と命名し，これら二因子それぞれを構成する下位項目の素得点合計を独立変数として用い
ることとした．また，「サービス提供機関との連携（6 項目）」について主成分分析を行っ
た結果，負荷量が 0.40 に満たなかった項目があったため，その項目を除いた 5 項目で，再
度主成分分析を行った．その結果，5 項目全てが第一主成分として示されたことから，こ
の 5 項目の主成分得点を，「サービス提供機関との連携」（Mean=3.61,S.D.=0.40）とした． 
 
 
【表３－３】上司・同僚からのサポートに関する因子分析結果 
項目 負荷量Ⅰ 負荷量Ⅱ 
第1因子 同僚からのサポート 
（Cronbach’ α＝0.96） 
  
同僚はアドバイスをくれる .891 .247 
同僚が相談にのってくれる .880 .188 
同僚からの見守りがある .876 .273 
同僚から仕事に対する正しい評価を得ている .860 .243 
同僚から仕事に対する情報提供を受けている .855 .222 
同僚は落ち込んだ時に励ましてくれる .852 .242 
第2因子 上司からのサポート 
（Cronbach’ α＝0.96） 
 
 
上司はアドバイスをくれる .194 .920 
上司から仕事に対する情報提供を受けている .194 .911 
上司は落ち込んだ時に励ましてくれる .232 .871 
上司が相談にのってくれる .293 .830 
上司からの見守りがある .232 .825 
上司から仕事に対する正しい評価を得ている .259 .794 
プロマックス回転を伴う主因子法による因子分析  
 
  
【表３－４】サービス提供機関との連携に関する主成分分析結果 
項目 負荷量 
第1主成分 サービス提供機関との連携 （Cronbach’ α＝0.78）  
利用者への支援に関する情報をサービス提供機関に提供している .820 
サービス提供に必要な情報をサービス提供機関から集めている .784 
サービス提供機関に対して意見や助言などの協力を求めている .766 
サービス提供機関からの意見や助言などの要請に応じている .661 
サービス提供機関の職員と面識が持てている .600 
固有値：2.67  固有値寄与率（%）:53.4  
 
（2）アドボカシーに着目したサービス調整実践と職場内・外における協働体制の関連性 
の検討 
「所属組織内・外における協働体制」に関する変数および統制変数を独立変数とする重
回帰分析の結果を表 3－5 に示す．「ケースアドボカシーに着目したサービス調整」の関連
要因を因子ごとに見てみると，第 1 因子の「自己表明に向けた環境整備」に対して，「サ
ービス提供機関との連携」（β＝0.402）が 0.1%水準で有意であった（R2＝0.232）．第 2 因
子の「苦情解決に向けた利用者との協働」についても，「サービス提供機関との連携」（β
＝0.266）が 0.1%水準で有意であった（R2＝0.156）．第 3 因子の「サービスの適切性保障」
については，「サービス提供機関との連携」（β＝0.279）が 0.1%水準で有意であり，次いで
「上司からのサポート」（β＝0.237）が 1％水準で有意であった（R2＝0.143）．第 4 因子の
「利用者利益の保護的媒介」については，「サービス提供機関との連携」（β＝0.374）が 0.1%
水準で有意であり，次いで「上司からのサポート」（β＝0.185）が 5％水準で有意であり，
「同僚からのサポート」（β＝0.179）も 5％水準で有意であった（R2＝0.234）． 
 なお，上記の重回帰モデルの F 値はすべて 0.1%水準で有意であったため，これらの重
回帰モデルは有効であることが示された． 詳細については表 3－5 に示すとおりである． 
 
 
 
 
 
【表３－５】ケースアドボカシーに着目したサービス調整と所属組織内・外における協働体制の関連 
（重回帰分析結果） 
         従属変数 
独立変数 
自己表明に 
向けた環境整備 
苦情解決に向けた
利用者との協働 
サービスの 
適切性保障 
利用者利益の 
保護的媒介 
β ｔ値 β ｔ値 β ｔ値 β ｔ値 
性別（0=男性/1=女性） -.126 -1.932 -.095 -1.395 -.147 -1.146 -.124 -1.539 
雇用形態（0=専任/1=兼任） .025 .364 .054 .766 .091 -1.288 .002 .024 
役職（0=管理運営者/1=なし） -.089 -1.345 -.095 -1.392 -.005 -.068 -.095 -1.460 
介護支援専門員経験年数 -.022 -.350 .029 .443 .033 .496 .009 .144 
ケアプラン作成数 .044 .646 .118 1.687 -.104 1.457 .068 1.012 
上司からのサポート .101 1.351 .170 2.188 .237 3.082** .185 1.740* 
同僚からのサポート .087 1.191 .080 1.049 -.050 1.088 .179 1.650* 
サービス提供機関との連携 .402 6.152*** .266 3.905*** .279 4.079*** .374 5.788*** 
調整済み R２ .232*** .156*** .143*** .234*** 
β：標準偏回帰係数  *p<.05， **p<.01， ***p<.001   
網掛け部分は統計的に有意な関連を示した変数を指す 
 
３．考察 
本研究の重回帰分析の結果より，「所属組織外における協働体制」を表す「サービス提供
機関との連携」は，「ケースアドボカシーに着目したケアマネジメント実践」の全ての領域
において正の関連を示しているという知見が得られた．このように，利用者とサービス提
供機関の対等な関係性を担保し，ニーズに適したサービス提供を保障していくケースアド
ボカシーに着目したサービス調整を展開するためには，サービス提供機関に関する適切な
情報を持ち，協働関係を築いておく必要があり，その基盤となる「サービス提供機関との
連携」が，本研究においても「ケースアドボカシーに着目したサービス調整」を構成する
全ての領域において有意な関連を示したものと考える． 
また，「サービス提供機関との連携」は「ケースアドボカシーに着目したケアマネジメン
ト実践」を構成する全ての領域において関連を示していたが，中でも，第 1 因子「自己表
明に向けた環境整備」については，重回帰モデルにおいて関連要因が「サービス提供機関
との連携」の一要因だけであったにも関わらず，決定係数（R2）が高い値を示していた． 
第 1 因子の「自己表明に向けた環境整備」は，因子を構成する項目から，サービスに関
する多角的な情報を利用者に提供し，意思などを表明することのできる環境を整備するこ
とにより，サービス利用に関する意思を利用者自らがサービス提供機関に表明していくこ
とを支援していくことと解釈できる．この「自己表明に向けた環境整備」を行っていくた
めには，サービスに対する表面的な情報だけでなく，サービス提供機関の考え方や理念な
どを総合的に捉え，自己表明していくうえで有用な情報を利用者に伝える必要がある．サ
ービス提供機関との関わりが尐ない介護支援専門員の場合，利用可能な情報が限定的，あ
るいは偏りのあるものになる可能性が高くなると考えられることから，サービス提供機関
との連携を通して情報収集に努めておくことができている介護支援専門員ほど，「自己表明
に向けた環境整備」に取り組めていたものと考える． 
また，千田（1999）は，「サービス提供機関との連携」を構成する項目の一つでもある
「サービス提供機関職員との面識作り」といった対面関係を構築することの意義について，
共通の認知形成，素早い議論やフィードバックを可能とすること，客観的な情報にとどま
らず，価値・理念といった主観的情報交換や表情・しぐさなどの多面的な意味交換を行う
ことが可能となる点を挙げて説明している．このように，連携を通してサービス提供機関
と意見交換や対面関係の構築を行うことで，コミュニケーションの充実を図ることが，「自
己表明に向けた環境整備」を行ううえで重要であることが示唆されたものと考える． 
一方で第 2 因子，第 3 因子，第 4 因子と「サービス提供機関との連携」の関連は，第 1
因子と比べて強くはなかった．第 2 因子の「苦情解決に向けた利用者との協働」について
は，因子を構成する項目から，専門職としての責任所在を明確にしつつ，利用者と共に苦
情の客観性を確保し，今後の対応を検討していく体系的な苦情対応と解釈できる．利用者
から発せられた苦情に対して原因を明らかにし，今後の対応を利用者と考えていく過程に
おいて，介護支援専門員にまず求められることはどれだけ利用者の訴えに耳を傾けられる
かということである．介護支援専門員がサービス提供機関との連携を通して得られた情報
などを一方的に利用者に伝え，独善的に苦情の原因や解決策を判断してしまったのであれ
ば，利用者との協働という意味合いが薄れ，利用者の依存的姿勢を生み出しかねない．そ
のため，第一義的に利用者の苦情に寄り添うことが求められる「苦情解決に向けた利用者
との協働」においては，「サービス提供機関との連携」が第 1 因子ほど影響を与えなかっ
たものと考える． 
また，第 3 因子の「サービスの適切性保障」と「サービス提供機関との連携」の関連に
ついて見てみる．第 3 因子の「サービスの適切性保障」は，因子を構成する項目から，利
用者のニーズに適したサービスをマッチングしていく際に，利用者の同意に基づきながら，
適切なサービスが受けられるようにフォローアップしていく支援と解釈できる．サービス
の適切性を保障していくことは，介護支援専門員がその専門的知見に基づき実践していく
ものであり，利用者の生活の様子や表情，態度などからサービスとニーズの整合性を判断
し，対応していく介護支援専門員の力量に依拠する部分が大きい支援であると考えられる．
そのため，「サービスの適切性保障」においても，第 2 因子同様に「サービス提供機関と
の連携」が第 1 因子ほど影響を与えなかったものと考える．また，「サービスの適切性保
障」については，「所属組織内における協働体制」の「上司からのサポート」が正の関連を
示していた．介護支援専門員が適切にサービスとニーズのマッチングを行ったとしても，
利用者の加齢に伴う身体的機能の低下を改善することは難しく，また認知症などでマッチ
ングに対するフィードバックを直接得ることが難しいなど，介護支援専門員にとってニー
ズとサービスの適切性が保障できたのかどうかという判断を行うことは容易ではない．そ
のため，サービスの適切性を保障する介護支援専門員にとって，自らの支援の妥当性を確
認できる手段を持つことは，実践を行ううえで重要であると考えられる．こうした手段の
一つとして，知識と経験を持つ上司からの評価や支持的サポートを受けることは有効であ
り，本研究の結果からも「上司からのサポート」を受けられていると感じている介護支援
専門員ほど，「サービスの適切性保障」に取り組めていたことが明らかとなった． 
第 4 因子の「利用者利益の保護的媒介」については，因子を構成する項目から，利用者
が不利益を被らないことを第一義に，利用者とサービス提供機関との相互作用に介入する
ことにより，利用者のセーフティーネットとして機能できるよう対応していく支援と解釈
できる．利用者の利益に関わる活動を直接的に代行する場合や，助言などを行う際，介護
支援専門員のとる対応は利用者にとって最善のものである必要がある．効果的に代弁や交
渉活動を行うためには，サービス提供機関の考え方や人的構造を把握しておくことが重要
である（山田 2000）とされており，またサービス提供機関の意向で利用者が適切なサー
ビスを受けられない際，介護支援専門員は個人的な人間関係を通して解決できる
（Intagliata 1992)ということも指摘されている．利用者の利益を保護するために媒介と
してサービス提供機関と利用者の関係性に介入する際には，サービス提供機関との連携を
通して作り上げた人脈や人間関係が有効であると考えられ，「利用者利益の保護的媒介」と
「サービス提供機関との連携」の間に有意な関連がみられたものと考える．このことから，
日ごろからサービス提供機関に対して助言や意見を積極的に求めることで関係性を構築し，
面識を持っておくことで，サービス提供機関の職員の考え方や人間性，配置部署などを把
握し，サービスの改善を求める際など，誰に働きかければよいかということを明確にして
おくことの重要性が示唆されたものと考える．また，第 4因子の「利用者利益の保護的媒
介」については，「所属組織内における協働体制」である「上司からのサポート」，「同僚か
らのサポート」の両要因が正の関連を示していた．沖倉（2003）は「特定の職員が利用者
の要望を実現していくことに努力を惜しまないことが，他の職員にとっては脅威やプレッ
シャーになる場合もある」としており，また秋山（1999）も，組織の秩序維持，職場の習
慣，外部への対面などから，福祉利用者の側に立ちすぎる支援者を組織が統制しようとす
ることを指摘している．このように，状況によっては利用者の利益にコミットメントし，
サービスの改善や修正に向けて利用者の代わりに働きかける「利用者利益の保護的媒介」
は，所属する組織に対して，業務負担の増加や，組織間の関係性の不調和を招く可能性が
ある．従って，積極的に利用者の利益保護に関わろうとする際に，その活動が組織の業務
として認知・理解されていなければ，介護支援専門員による利用者の利益保護のための活
動は，所属組織からの統制を受ける可能性が考えられる． 本研究の結果では，上司・同僚
からサポートが受けられる体制にある介護支援専門員ほど「利用者利益の保護的媒介」に
取り組めており，所属組織からの統制を受けないためにも，常に職場内の上司や同僚との
間に，介護支援専門員の仕事として自らの仕事に理解や評価を獲得し，アドバイスや情報
提供を受けることができる関係性を構築しておくことが重要であると考えられる． 
 
 本章では第 2 章で扱った調査データをもとに，ケースアドボカシーに着目したサービス
調整実践に影響を与えると考えられる要因を明らかにするために「主体性を尊重した利用
者理解」と，「職場内・外との協働体制構築」の二側面から検討を行った．介護支援専門員
の属性による影響を統制したうえで，これら二側面との関連について重回帰分析を行なっ
た結果，「主体性を尊重した利用者理解」と「サービス提供機関との連携」がケースアドボ
カシーに着目したサービス調整を構成する 4 因子全てにおいて，共通して正の影響を与え
ていたことが明らかとなった．この結果から，介護支援専門員がケースアドボカシーに着
目したサービス調整を実践していくうえで，支援の起点となる，利用者の「主体性」を明
確にしておくこと，日常業務における連携をとおして必要な情報の収集やサービス改善，
苦情解決に向けた調整などについて即時対応できる基盤をサービス提供機関と構築してお
くことの重要性が示唆されたものと考える． 
 以上の研究により，探索的な手法を用いてケースアドボカシーに着目したサービス調整
の実践に影響を与える関連要因の検討を行なってきた．そこで次章においては，2 章で検
討したケースアドボカシーに着目したサービス調整の構造，ならびに 3 章で検討した関連
要因を用い，全体的な実践モデルの検討を構造方程式モデリングを用いて行なうこととし
た． 
 
 
  
第 4章 構造方程式モデリングによるケースアドボカシーに着目したサービス 
調整実践モデルの構築 
第 1節 研究目的 
実証的な研究が尐ない当該研究領域において，前章までに探索的にではあるが実証的研
究手法を用いて実践のあり方について検討を加えてきた．残る課題は，ケースアドボカシ
ーに着目したサービス調整を体系的に実践していくための実践モデルを構築し，モデル仮
説の妥当性の検討と，それぞれの要因間の因果の大きさの推定を行うことで，実践介入に
役立つ知見を提示することである． 
前章までの研究結果より，「ケースアドボカシーに着目したサービス調整」は「主体性を
尊重した利用者理解」および，「所属組織内・外における協働体制」によって規定されると
考えられる．一方で，介護支援専門員は多くの担当利用者を持つ中，一人の利用者の情報
収集に費やせる時間は限られている．そのため，在宅生活を支える他の専門職や機関の職
員といった，所属組織内・外の人的資源と密に連携をとっておくことで，より広範な「主
体性を尊重した利用者理解」に必要な情報収集が可能になるものと考えられることから，
「所属組織内・外における協働体制」は「主体性を尊重した利用者理解」のための利用者
情報を収集するうえでも重要な実践であると考えられる．そこで本研究では，「主体性を尊
重した利用者理解」および「所属組織内・外における協働体制」が「ケースアドボカシー
に着目したサービス調整」を規定し，さらに「所属組織内・外における協働体制」が「主
体性を尊重した利用者理解」を規定する因果関係モデルを措定し，その仮説モデルを検証
することを目的とした． 
 
 
図４－１ 本章で検証する仮説モデル概念図 
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第 2節 研究方法 
１．調査対象者 
本研究は，第 2 章で用いたデータと同一のものを使用して行なわれた．調査方法及び倫
理的配慮については第 2 章 2-(1)に準ずる． 
 
２．調査項目 
①基本属性 
調査項目については，まず回答者の傾向を把握するために，基本属性として「性別」，「年
齢」，「雇用形態」，「介護支援専門員経験年数」，「最終学歴」，「ケアプラン作成数」を質問
項目として尋ねた． 
③ 調査項目 
調査内容は，前章までに議論されてきた要因をふまえ，「年齢」，「性別」，「介護支援専門
員としての経験年数（以下，経験年数）」，「雇用形態（0＝専任，1＝兼任）」，「ケアプラン
作成数」，「主体性を尊重した利用者理解」，「所属組織内・外における協働体制」，「ケース
アドボカシーに着目したサービス調整」の質問項目で構成された．「ケースアドボカシーに
着目したサービス調整」については「自己表明に向けた環境整備（9 項目）」，「苦情解決に
向けた利用者との協働（3 項目）」，「サービスの適切性保障（4 項目）」，「利用者利益の保
護的媒介（4 項目）」の 20 項目で構成されている．「主体性を尊重した利用者理解」につい
てはストレングスに関する先行研究を参考に，「潜在的な能力」，「趣味・嗜好」，「意欲」，
「生活歴」といった概念に焦点を当て，主体的な利用者像を把握するための実践として 8
項目を設定した．所属組織内外における協働体制」である「サービス提供機関との連携」
については，介護支援専門員がサービス提供機関と日頃の業務を通して行う連携実践の度
合いを設定した．具体的な項目の内容については，筒井が開発した「連携活動評価尺度」
を参考に，6 項目を下位項目とする「サービス提供機関との連携」を設定することとした．
「ケースアドボカシーに着目したサービス調整」，「主体性を尊重した利用者理解」，「サー
ビス提供機関との連携」の回答選択肢には「まったくしていない（1 点）」，「あまりしてい
ない（2 点）」，「ときどきしている（3 点）」，「いつもしている（4 点）」の 4 段階リッカー
トスケールを用い，実践に対する自己評価が高いほど得点が高くなるように配点を行った．
また，「所属組織内における協働体制」である「上司・同僚からのサポート」については，
多くの先行研究で援用されているソーシャルサポート尺度を採用し，「上司・同僚からのサ
ポート（12 項目）」を作成した．回答選択肢には「まったくそう思わない（1 点）」，「そう
思わない（2 点）」，「どちらともいえない（3 点）」，「そう思う（4 点）」，「とてもそう思う
（5 点）」までの 5 段階リッカートスケールを用い，上司・同僚からサポートを受けられて
いると感じるほど得点が高くなるように配点を行った．上記の変数については第 2 章．第
3 章において探索的に因子の選択を行い，内容妥当性及び信頼性（内的一貫性）が検証さ
れている（第 2 章，第 3 章参照）． 
 
３．分析方法 
統計解析においては，第一段階では先行研究をもとに「ケースアドボカシーに着目した
サービス調整」について 4 因子二次因子モデルを措定し，カテゴリカルデータの推定法で
ある Weighted Least Square parameter estimates using a diagonal weight matrix with 
robust standard errors and mean-and variance-adjusted chi-square test statistics（以
下，WLSMV）（Muthen ら 2007）を推定方法に確証的因子分析を行った．第二段階で
は，「主体性を尊重した利用者理解」と「サービス提供機関との連携」についてはそれぞれ
1 因子モデルを，「上司・同僚からのサポート」については 2 因子斜交モデルを措定し，
WLSMV を推定方法に用いてそれぞれが成り立つことを確認した．第三段階では，「主体
性を尊重した利用者理解」および「所属組織内・外における協働体制」が「ケースアドボ
カシーに着目したサービス調整」を規定し，さらに「所属組織内・外における協働体制」
が「主体性を尊重した利用者理解」を規定するモデルを措定し，統制変数として「性別（0
＝女性，1＝男性）」，「経験年数」，「雇用形態（0＝専任，1＝兼任）」，「ケアプラン作成数」
を加えた構造方程式モデリング（豊田 1998）を用い，モデルのデータへの適合度と各変
数間の関連について検討を行った． 
 適合度の評価指標には，Comparative Fit Index（以下，CFI），Tucker-Lewis Index（以
下，TLI），Root Mean Square Error of Approximation（以下，RMSESA）を用いた．こ
れらの適合指標は，CFI>0.95，TLI>0.95，RMSEA<0.06 であればそのモデルがデータを
よく説明していると判断される（Hu ら 1991）．また，パス係数の有意性は，非標準化係
数を標準誤差で除した値（t 値）で判断し，その絶対値が 1.96 以上（5％水準）を示した
ものを統計学的に有意とした．統計解析を行なうにあたり，それぞれの項目の回答分布に
ついて確認したところ，肯定的な回答への著しい偏りが見られたため，順序カテゴリカル
変数として多変量解析を行なうことができる統計ソフトウェア Mplus を使用することが
適切であると判断し，構造方程式モデリングには統計ソフト「Mplus version 5.2」を，質
問項目の記述統計量には「SPSS17.0 J for Windows」を使用した．なお統計解析には回収
された 211 票の内，分析に使用する項目に欠損値の無い 190 票を用いた． 
 
第 3節 研究結果 
１．集計対象者の属性分布および回答傾向 
第 4 章においては，分析に使用する項目に欠損値の無い 190 票を分析対象としたため，
集計対象者の属性ならびに各質問項目に対する回答傾向を改めて示す．分析対象者とした
190 名の年齢は平均 45.5 歳，性別構成は「女性」が 84.3％，「経験年数」が平均 46 ヶ月，
雇用形態の構成は「専任」が 66.1％，「ケアプラン作成数」が平均 27 ケースであった．属
性を除く，各質問項目の回答傾向は表 4－1 に示すとおりである． 
 
 
表４-１  各変数の回答分布（n=190） 
項目：ケースアドボカシーに着目したサービス調整 度数（%） 
   まったくしていない あまりしていない ときどきしている いつもしている 
 
「自己表明に向けた環境整備」   
yA1 : 意思表明時，利用者の希望に応じてその場に同席している 2(1.1) 24(12.6) 81(42.6) 83(43.7) 
yA2 : サービス利用のメリット・デメリットを説明している 5(2.6) 40(21.1) 41(21.6) 104(54.7) 
yA3 : 利用者が意思表明することができる機会を設定している 3(1.6) 26(13.7) 80(42.1) 81(42.6) 
yA4 : 苦情への対応に関する説明を提供者から受ける機会を設定している 5(2.6) 25(13.2) 55(28.9) 105(55.3) 
yA5 : 意思表明方法を利用者と一緒に考えている 2(1.1) 22(11.6) 78(41.1) 88(46.3) 
yA6 : サービス内容が比較できるよう複数の情報を提示している 8(4.2) 34(17.9) 57(30.0) 91(47.9) 
yA7 : サービスを体験的に利用できる機会を設けている 3(1.6) 20(10.5) 97(51.1) 70(36.8) 
yA8 : サービス改善に向けた担当者会議への利用者の参加調整をしている 2(1.1) 38(20.0) 58(30.5) 92(48.4) 
yA9 : 利用者のわかりやすい方法でサービス説明を行っている 4(2.1) 24(12.6) 56(29.5) 106(55.8) 
 
「苦情解決に向けた利用者との協働」 
    
yA10 : 苦情に対して今後どうしていくかを利用者と話し合っている 3(1.6) 10(5.3) 46(24.2) 131(68.9) 
yA11 : 苦情の事実関係を利用者と共に確認している 1(0.5) 5(2.6) 52(27.9) 133(70.0) 
yA12 : 苦情の原因となった事由をサービス提供者に伝えている 3(1.6) 5(2.6) 51(26.9) 131(68.9) 
  「サービスの適切性保障」         
yA13 : 利用者宅の生活の様子からサービス利用後の変化を確認している 1(0.5) 11(5.8) 52(27.4) 126(66.3) 
yA14 : 表情・態度からサービスに満足しているかどうか確認している 2(1.0) 5(2.6) 47(24.7) 136(71.7) 
yA15 : 専門的知見から生活とサービスの不一致を確認している 5(2.6) 18(9.5) 57(30.0) 110(57.9) 
yA16 : 必要と思われるサービスを提示する際，その根拠を説明している 5(2.6) 28(14.7) 40(21.1) 117(61.6) 
  「利用者利益の保護的媒介」         
yA17 : サービスに対する利用者の意思を必要に応じて代弁している 9(4.7) 11(5.8) 52(27.4) 118(62.1) 
yA18 : 利用者の意思に応じた柔軟な対応をサービス提供者に求めている 3(1.6) 19(10.0) 57(30.0) 111(58.4) 
yA19 : サービスに対する質問に適宜，適切な回答をしている 3(1.6) 12(6.3) 43(22.6) 132(69.5) 
yA20 : 困り事があれば，いつでも相談にのることを利用者に伝えている 5(2.6) 10(5.3) 37(19.5) 138(72.6) 
     項目：主体性を尊重した利用者理解 度数（%） 
  まったくしていない あまりしていない ときどきしている いつもしている 
yU1 : 利用者の身体能力の把握 2(1.0) 10(5.3) 72(37.9) 106(55.8) 
yU2 : 利用者の得意なことの把握 5(2.6) 22(11.6) 73(38.4) 90(47.4) 
yU3 : 利用者が生活の中で楽しみにしていることの把握 2(1.0) 7(3.7) 66(34.8) 115(60.5) 
yU4 : 利用者が好きなことの把握 2(1.0) 7(3.7) 65(34.2) 116(61.1) 
yU5 : 利用者が今後も続けていきたいと思っていることの把握 0(0.0) 8(4.2) 52(27.4) 130(68.4) 
yU6 : 利用者の生活習慣の把握 1(0.5) 13(6.9) 61(32.1) 115(60.5) 
yU7 : 現在にいたるまでの利用者の生活歴の把握 5(2.6) 20(10.5) 72(37.9) 93(49.0) 
yU8 : これまでの利用者の生活を支えてきた人たちの把握 1(0.5) 41(21.6) 99(52.1) 49(25.8) 
    
項目：サービス提供機関との連携 度数（%） 
   まったくしていない あまりしていない ときどきしている いつもしている 
yC1 : 利用者への支援に関する情報をサービス提供機関に提供している 2(1.0) 6(3.2) 43(22.6) 139(73.2) 
yC2 : サービス提供に必要な情報をサービス提供機関から集めている 1(0.5) 7(3.7) 78(41.1) 104(54.7) 
yC3 : サービス提供機関に対して意見や助言などの協力を求めている 5(2.6) 16(8.4) 71(37.4) 98(51.6) 
yC4 : サービス提供機関からの意見や助言などの要請に応じている 3(1.6) 8(4.2) 42(22.1) 137(72.1) 
yC5 : サービス提供機関の職員と面識が持てている 8(4.2) 24(12.6) 79(41.6) 79(41.6) 
    
項目：所属組織内における協働体制 度数（%） 
  
そう思わない あまりそう思わない どちらでもない ややそう思う   そう思う 
 
「同僚からのサポート」           
yS1 : 同僚はアドバイスをくれる 7(3.7) 12(6.3) 32(16.8) 72(37.9) 67(35.3) 
yS2 : 同僚が相談にのってくれる 5(2.6) 7(3.7) 35(18.4) 59(31.1) 84(44.2) 
yS3 : 同僚からの見守りがある 10(5.3) 9(4.7) 39(20.5) 60(31.6) 72(37.9) 
yS4 : 同僚から仕事に対する正しい評価を得ている 7(3.7) 5(2.6) 41(21.6) 66(34.7) 71(37.4) 
yS5 : 同僚から仕事に対する情報提供を受けている 4(2.1) 9(4.7) 35(18.4) 67(35.3) 75(39.5) 
yS6 : 同僚は落ち込んだ時に励ましてくれる 5(2.6) 10(5.3) 36(18.9) 58(30.5) 81(42.6) 
 
「上司からのサポート」           
yS7 : 上司はアドバイスをくれる 17(8.9) 27(14.2) 55(28.9) 44(23.2) 47(24.7) 
yS8 : 上司から仕事に対する情報提供を受けている 20(10.5) 21(11.1) 50(26.3) 49(25.8) 50(26.3) 
yS9 : 上司は落ち込んだ時に励ましてくれる 20(10.5) 21(11.1) 53(27.9) 45(23.7) 51(26.8) 
yS10 : 上司が相談にのってくれる 13(6.8) 20(10.5) 42(22.1) 55(28.9) 66(31.6) 
yS11 : 上司からの見守りがある 15(7.9) 22(11.6) 49(25.8) 52(27.4) 52(27.4) 
yS12 : 上司から仕事に対する正しい評価を得ている 13(6.8) 22(11.6) 56(29.5) 50(26.3) 49(25.8) 
２．ケースアドボカシーに着目したサービス調整に関する信頼性の検討 
 WLSMV を推定方法に確証的因子分析を行った結果，4 因子二次因子モデルを措定した
「ケースアドボカシーに着目したサービス調整」は，CFI=0.985，TLI=0.990，
RMSEA=0.045 と統計学的な許容水準を満たしていた．  
n=190 CFI=0.984 TLI=0.990  RMSEA=0.047（推定法；WLSMV ）
図４－２ ケースアドボカシーに着目したサービス調整
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３．主体性を尊重した利用者理解ならびに所属組織内・外における協働体制に関する信頼
性の検討 
WLSMV を推定方法に確証的因子分析を行った結果，1 因子モデルを措定した「主体性
を尊重した利用者理解」が CFI=0.999，TLI=0.999，RMSEA=0.040 と統計学的な許容水
準を満たしていた． 
.698 .756
yU1 yU2 yU6 yU8
η
.742
主体性を尊重した利用者理解
.812 .791 .671
yU3 yU4 yU7yU5
.862 .773
ε7ε6ε3ε1 ε5 ε8ε4ε2
n=190  CFI=0.999 TLI=0.999  RMSEA=0.040（推定法； WLSMV ）
図４－３ 主体性を尊重した利用者理解
 
同じく 1 因子モデルを措定した「所属組織外における協働体制」を表す「サービス提供
機関との連携」は CFI=0.999，TLI=0.997，RMSEA=0.038 と統計学的な許容水準を満た
していた． 
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図４－４ サービス提供機関との連携
 
また，2 因子斜交モデルを措定した「所属組織内における協働体制」である「上司・同
僚からのサポート」についても，CFI=0.998，TLI=0.999，RMSEA=0.060 と統計学的な
許容水準を満たしていた．t 値はすべて 1.96 を超えており，パス係数について統計学上有
意であることが示された． 
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４．ケースアドボカシーに着目したサービス調整，主体性を尊重した利用者理解ならびに
所属組織内・外における協働体制，介護支援専門員の属性との関連性の検討 
 介護支援専門員によるケースアドボカシーに着目したサービス調整と「主体性を尊重し
た利用者理解」，「所属組織内・外における協働体制」ならびに基本属性との関連について
構造方程式モデリングによる検討を行った結果，モデルの適合度は CFI=0.988，TLI=0.991，
RMSEA=0.060 と統計学的な許容水準を満たしていた（図 4－6）． 
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図４－６ ケースアドボカシーに着目したサービス調整と関連要因（標準化解）
n=190：CFI=0.988 TLI=0.991  RMSEA=0.060（推定法； WLSMV ）
（性別：女性=0, 男性=1）（雇用形態：専任=0, 兼任=1）※統計学上有意なパスのみ記した.
R2=.723
R2=.465
 このときの「主体性を尊重した利用者理解」から「ケースアドボカシーに着目したサー
ビス調整」へのパス係数は 0.426（t=4.546），「サービス提供機関との連携」から「ケース
アドボカシーに着目したサービス調整」へのパス係数は 0.362（t=4.602）で有意であった．
また，「同僚からのサポート」から「ケースアドボカシーに着目したサービス調整」へのパ
ス係数も 0.232（t=3.212）と有意であった．「ケースアドボカシーに着目したサービス調
整」に対する説明率は 72.3％であった．つまり，投入された変数により「ケースアドボカ
シーに着目したサービス調整」の 72.3％が説明されたと解釈することができる． 
 また，介護支援専門員による「主体性を尊重した利用者理解」と，「所属組織内・外にお
ける協働体制」ならびに基本属性との関連について構造方程式モデリングによる検討を行
った結果，「主体性を尊重した利用者理解」については，「サービス提供機関との連携」か
らのパス係数が 0.550（t=7.398），「上司からのサポート」からのパス係数が 0.268（t=2.909），
統制変数である「経験年数」からのパス係数が 0.164（t=7.398）で有意あった．主体性を
尊重した利用者理解」に対する説明率は 46.5％であった． 
 
第 4節 考察 
 本章では，介護支援専門員によるケースアドボカシーに着目したサービス調整を体系化
することを目的に，構造方程式モデリングを用いて検討を行なった．構造方程式モデリン
グとは理論的な仮説に基づいて組みたてられたモデルを実際のデータにあてはめ，その適
合度をとおしてモデルの妥当性の検証を行なう手法である．結果，各変数の因子構造モデ
ルならびに因果関係モデルの適合度は統計学的に十分許容し得る水準となったことから，
全てのモデルが妥当性を備えたモデルであることが示された．そこで以下では，妥当性を
有していると判断された各因子構造を用いて示された因果関係モデルの結果について考察
を行なっていくこととする． 
 
１. ケースアドボカシーに着目したサービス調整と主体性を尊重した利用者理解ならびに
所属組織内・外における協働体制との関連性 
「主体性を尊重した利用者理解」をとおして，生活主体である利用者像を明確にするこ
とは，ケースアドボカシーに着目したサービス調整の起点となる「アドボカシーしていく
べき利用者の利益」を把握するうえで必要不可欠である．生活に対する意欲や希望といっ
た利用者の主体的側面は個別性が高く，故に「アドボカシーしていくべき利用者の利益」
についても利用者ごとに異なる．そのため，「主体性を尊重した利用者理解」によって「ア
ドボカシーしていくべき利用者の利益」を把握できていなければ，ケースアドボカシーに
着目したサービス調整は虐待等の著しい利益侵害が発生した時のみの実践に矮小化されて
しまい，日常的な生活実現を支える実践に結びつかないことが推察される．本分析結果に
おいて，「ケースアドボカシーに着目したサービス調整」へのパス係数が最も高かかったこ
とからも，「主体性を尊重した利用者理解」を前提にケースアドボカシーに着目したサービ
ス調整を実践していくことの重要性が示唆されたものと考える．  
 一方，「ケースアドボカシーに着目したサービス調整」へは，「所属組織内・外における
協働体制」の「サービス提供機関との連携」と「同僚からのサポート」が影響を与えてい
たことが示された．「ケースアドボカシーに着目したサービス調整」には，利用者へのサー
ビスに関する情報提供，サービスやサービス事業所の変更に関わる調整に加え，状況に応
じて，苦情解決やサービス改善に向けた働きかけを利用者と共に行っていくことが求めら
れる．こうした情報収集や調整，交渉活動を効果的に行うために，サービス提供機関の考
え方や人的構造を把握しておくことの重要性が指摘（山田 2000）されている．サービス
に関する詳細情報（事業所の特徴やサービスに関わる職員の質等）を知る最も有効な手段
は，供給主体との「連携」をとおして情報収集，評価を行なうこと（山井 2008）と指摘
されることからも，サービス提供機関との協働による「サービス提供機関との連携」が「ケ
ースアドボカシーに着目したサービス調整」に影響を与えたものと考える．また，「同僚か
らのサポート」については，利用者に深くコミットメントし，その意思や主張を代わりに
伝えていくなど多くの時間と労力が必要とされるケースアドボカシーに着目したサービス
調整について，サービス供給機関の評価やサービスの質といった情報収集のツール，実務
的なフォローとして同僚とのネットワーキングが有効に作用するものと考えられることか
ら，ケースアドボカシーに着目したサービス調整に影響を与えたものと考える． 
 
２．主体性を尊重した利用者理解と所属組織内・外における協働体制との関連性 
 利用者の生活に対する意欲や希望といった主体的側面は，生活環境や周囲との関りの中
で培われたものであり主観的な要素が強いため，介護支援専門員が客観的かつ一方向的に
理解できるものではなく，また利用者の置かれている状況に応じて刻一刻と変化していく
ものと考えられる．介護支援専門員には，業務として利用者を定期的に訪問し，その状態
を継続的にアセスメントしていくことが義務付けられているものの，利用者の状況をリア
ルタイムで把握するには業務量が多すぎることが指摘されている（Intagliata 1992）．そ
のため，利用者と直接的に関わる機会の多いホームヘルパー等の他のサービス提供者と，
業務連携をとおして利用者に関する情報・意見交換を行なうことができる体制を構築して
おくことが重要と考えられる．本研究の結果からも「サービス提供機関との連携」が実践
できていると感じている介護支援専門員ほど，「主体性を尊重した利用者理解」に取り組め
ており，日常業務を介した他機関，他職種との連携の有効性が示されたものと考える． 
また，「主体性を尊重した利用者理解」を行なう際には，生活に対する「意欲」や「希望」
から，「利用者が主体的にどのように生活していきたいと思っているか」を導くことが求め
られるが，利用者の思い込みや周囲への遠慮，認知機能の低下等から主体性を適切に汲み
取ることは容易ではない．このように，個人的な要素の強い利用者の主体性においては多
角的な見地からその妥当性を検討する必要がある．そのため，介護支援専門員にとって，
知識と経験を持つ上司からの評価や支持的サポートといったスーパーバイズを得る手段を
持つことは，「主体性を尊重した利用者理解」を行なううえで重要であると考えられる．本
研究の結果からも「上司からのサポート」を受けられていると感じている介護支援専門員
ほど，「主体性を尊重した利用者理解」に取り組めており，キャリアのある上司からのサポ
ートの有効性が示されたものと考える． 
 
３．ケースアドボカシーに着目したサービス調整および主体性を尊重した利用者理解に対
する統制変数の影響 
本研究では「ケースアドボカシーに着目したサービス調整」および「主体性を尊重した
利用者理解」に関連が想定される変数として，「性別」，「経験年数」，「雇用形態」，「ケアプ
ラン作成数」を設定して検討を行なった．その結果，「ケースアドボカシーに着目したサー
ビス調整」については，これらの変数との間に有意な関連は見られなかった．このことは，
本研究で設定した「ケースアドボカシーに着目したサービス調整」が介護支援専門員の基
本属性，就労属性の違いによる影響を受けにくい尺度であることを意味するものであり，
尺度の妥当性を裏付けているものと推察される． 
また「主体性を尊重した利用者理解」については，「経験年数」との間に有意な関連が示
された．上述したように，「主体性を尊重した利用者理解」を行なうには，利用者が置かれ
ている生活状況，周囲との関わりを十分に踏まえ，利用者の本音を引き出すことが求めら
れる．梅谷（2008）は，熟練介護支援専門員を対象とした調査において，熟練介護支援専
門員ほど，利用者の心への安定の寄与，自らの専門職としての立場の明確化といった関わ
りをとおした信頼関係の構築により，利用者の本音や要望を引き出し，利用者が必要と考
えるサービスを把握できていることを明らかにした．このように，経験のある介護支援専
門員は，本音や要望を適切に表出させにくい利用者の状況を加味したうえで，信頼関係や
話しやすい環境を整備することで，利用者が真に必要と考えるサービス像を抽出する対応
力と経験知を有するものと推察されることから，「主体性を尊重した利用者理解」に介護支
援専門員としての「経験年数」が影響を与えたものと考える． 
 
 以上，構造方程式モデリングを用いた分析より，「主体性を尊重した利用者理解」が「ケ
ースアドボカシーに着目したサービス調整」に最も強い正の関連を示した要因であり，実
践向上に向けた鍵概念となる実践であることが示された．また，介護支援専門員による日
ごろの取り組みである「サービス提供機関との連携」は「ケースアドボカシーに着目した
サービス調整」および「主体性を尊重した利用者理解」の両実践を下支えする重要な取り
組みであることが示された． 
なお，重回帰分析において「ケースアドボカシーに着目したサービス調整」の下位概念
である「サービスの適切性保障」，「利用者利益の保護的媒介」に影響を与える要因として
示された「上司からのサポート」が，構造方程式モデリングにおいては「主体性を尊重し
た利用者理解」を介した間接的な効果であることが示された．こうした結果は「サービス
の適切性保障」，「利用者利益の保護的媒介」がケースアドボカシーに着目したサービス調
整の中でも特に利用者の主体性の明確化が前提となる実践であるということが起因したも
のと考える．また同様に，重回帰分析において「利用者利益の保護的媒介」のみに関連の
見られた「同僚からのサポート」が，ケースアドボカシーに着目したサービス調整を構成
する 4 領域を一体的機能として位置づけた構造方程式モデリングでは，実践全体に影響を
与える要因として示された．ケースアドボカシーに着目したサービス調整を実践していく
ためには多くの時間と労力が必要になるものと考えられる．そのため最も身近なサポート
源である同僚から，業務に対する実際的な手助けを得ることができることは実践向上にお
いても重要な要素であると考えられる．特に「利用者利益の保護的媒介」については，利
用者に深くコミットメントし，その意思や主張を代わりに伝えていくなど多くの労力が必
要とされると考えられることから，重回帰分析においてはその効果が顕著に現れたものと
考える． 
 
  
終章 本研究のまとめと課題 
第 1節 本研究の総括 
１．研究結果のまとめ 
 本研究では措置から契約へと変換された福祉サービス体系にあって，利用者主体のサー
ビス提供が行われるための要として位置づけられる介護支援専門員が，利用者の側に立っ
てサービス調整を行うというケースアドボカシーに着目したサービス調整実践をどれほど
行えているのか，またその実践に影響を与える要因は何かということに焦点をあてて調
査・分析を行った．その結果，ケースアドボカシーに着目したサービス調整は，「サービス
利用者の自己表明に向けた環境整備」，「苦情解決に向けた利用者との協働」，「サービスの
適切性保障」，「利用者利益の保護的媒介」という 4 つの側面から捉えられ，それが一体的
に実践されていることが示された． アドボカシー概念は，「代弁」あるいは「行為の代行」
といった「本人に代わって利益や権利を守る」というイメージが強い．しかし，本研究の
結果から，「代弁」や「行為の代行」といった要素を含む「利用者利益の保護的媒介」と，
利用者の意思表出を側面的に支援する「サービス利用者の自己表明に向けた環境整備」，苦
情やサービスの適切性に対し利用者と協働して取り組む「苦情解決に向けた利用者との協
働」，「サービスの適切性保障」といった利用者と協働して利益を守っていくための実践が
一体的に行なわれていることが明らかとなった．高山（1999）はアドボカシーを行うこと
で，社会的，経済的，政治的に抑圧された状況の改善を図り，利用者の諸権利を実現して
いくこの手続き的過程のなかで一つひとつの権利を獲得していくことが，利用者が社会シ
ステムに対して力を持った存在となっていくことにつながると述べるとともに，一方的な
代弁ありきの支援を行ったのであれば，依存関係に陥る可能性があることを指摘する．こ
のように，利用者の代わりに行なう支援だけを切り離してケースアドボカシーに着目した
サービス調整実践として取り組むのではなく，利用者との協働や，利用者が主体となるよ
う行なう側面的支援と共に，利用者の状態に合わせてバランスをとりながら一体的に実践
していくことの重要性を示した本研究の結果は，上記のアドボカシー概念に関する理念的
言及から得られた示唆を支持する結果となったものと考える． 
また，構造方程式モデリングの結果，ケースアドボカシーに着目したサービス調整に直
接的な影響を与える要因として，「主体性を尊重した利用者理解」，「サービス提供機関との
連携」，「同僚からのサポート」が示された．中でも「主体性を尊重した利用者理解」は他
の要因に比して影響を与える度合いが強く，介護支援専門員が支援過程をとおして主体性
を尊重した利用者理解を進めていくことの重要性が示唆された．加えて，「主体性を尊重し
た利用者理解」を介して，間接的にケースアドボカシーに着目したサービス調整に影響を
与える要因として「経験年数」，「上司からのサポート」が確認されたことより，経験に裏
打ちされた知識や情報，上司によるスーパーバイズといった利用者理解の妥当性に対する
判断材料を有することが間接的にケースアドボカシーに着目したサービス調整の向上に寄
与することが示された．今後，ケアマネジメントにおけるケースアドボカシーに着目した
サービス調整実践を介護支援専門員による実践として定着させていくためには，これらの
関連要因を意識した介護支援専門員の資質の向上と，環境整備を行っていく必要があるも
のと考える． 
 
２．現状の介護保険制度における本研究結果の位置づけ 
 本研究に係る調査は 2006 年に実施されたものであるが，この間に二度の制度改正が行
なわれるなど，介護保険利用者を取り巻く環境やケースアドボカシーに着目したサービス
調整に関わる状況は尐しづつではあるが変化してきている．中でも，2005 年の制度改正以
降取り組まれてきた「介護サービス情報の公表」は，ケースアドボカシーとして介入すべ
き利用者とサービス提供機関との潜在的な力関係の一つである情報量の非対称性を解消し
ていくための取り組みとして一定の評価ができるものと考える．また，「高齢者虐待防止
法」の施行や，地域支援事業における権利擁護業務の位置づけなど，福祉サービス利用者
が不利益を被らないための体制が制度的に整備されつつある現状も見て取れる．しかしな
がら，こうしたマクロ的な取り組みだけでは，個人差のある利用者とサービス提供機関と
の力関係を完全に解消することは難しい．「介護サービス情報の公表」についても，あく
まで事業者が実施しているサービス内容を公表しているにとどまり，サービスの質の評価
には至っていない．またその公表の方法もインターネットが利用されているなど，必ずし
も全ての利用者の情報へのアクセシビリティが高められているわけではない．そのため，
利用者に寄り添い支援を展開するケースアドボカシーに着目したサービス調整実践を，ケ
アマネジメント実践の中に位置づけていくことは，調査実施後 5 年以上が経過した現状に
おいても共通して求められるものと考える． 
 
第 2節 ケースアドボカシーに着目したサービス調整の実践向上に向けた提言 
福祉サービスを「措置」から「契約」へ転換した介護保険制度の目的は，利用者に選択
の可能性を広げ，サービスの提供を要求する権利性を確保することであり，理念的には利
用者を主体とするサービス提供システムの構築を目指したものであった．しかし現状では，
利益誘導を目的に，不必要なサービスを限度額限界まで支給しようとする介護支援専門員
が存在していることも指摘されており，ニーズに適したサービスを提供し，利用者の自立
を志向する役割を担うはずの介護支援専門員が，利用者との関わりを形式だけに留めてい
る場合があることも示されている． 
今後介護保険制度が真に利用者から支持されるシステムと為り得るかどうかは，このケ
ースアドボカシーの視点をケアマネジメントの中にどれだけ内包し，実践されていくかに
かかっているといえる．よって，本節ではこれまでの結果をふまえ，介護支援専門員によ
るケースアドボカシーに着目したサービス調整実践を高めるための提言をおこなう． 
 
１.実践モデルの提示による具体的実践方法の明確化 
ケアマネジメントの実践モデルはこれまでに多く示されてきており，仲介型モデル
（Broker Model）やリハビリテーションモデル（Rehabilitation Model），ストレングス
モデル（Strength Model）などが代表的なものとして挙げられる（岡田 2011）．こうし
た多様性がある実践に対し，介護支援専門員がどのようなケアマネジメントを実践してい
くか，何を目的にサービス調整を行なっていくかということは多分に介護支援専門員自身
の価値観や考え方に依拠する部分が大きいものと考える．また，介護支援専門員は独立し
た専門職であるものの，業務的には他職種との兼務も認められている．そのため，意識す
る，しないに関わらず，尐なからず基礎資格や兼務している職種の価値観がケアマネジメ
ント実践に影響を与えるものと考える．もちろん，介護支援専門員の業務においてアドボ
カシーの重要性は指摘されている．しかし，既述したようにその理念的な重要性について
は指摘されるものの，実践に援用可能な形で示したものは多く見られない．このように，
実践形態が不明瞭な現状において，ケースアドボカシーに着目したサービス調整の具体的
実践方法を提示していくことがまずは求められるものと考える．本研究では，一定の妥当
性が検証された実践モデルとして「自己表明に向けた環境整備」，「苦情解決に向けた利用
者との協働」，「サービスの適切性保障」，「利用者利益の保護的媒介」を行なうことがケー
スアドボカシーに着目したサービス調整であることを示すことができた．こうした視座を
もとに介護支援専門員の基礎研修などを介して，介護支援専門員という専門職が行なう実
践形態としてケースアドボカシーに着目したサービス調整実践モデルを提示し，実践事例
の蓄積を行いつつ，モデルの修正や効果の検証を行なっていくことで，実践定着を図る必
要があるものと考える． 
 
２. 主体性を尊重した利用者理解の促進とスーパーバイズ機能の充実 
本研究の結果より，ケースアドボカシーに着目したサービス調整実践には，利用者と援
助関係を構築し，その援助関係を基に利用者と介護支援専門員のコミュニケーションとい
う協働作業を通して，主体性を尊重した利用者理解を行うことが重要であることが確認さ
れた．利用者がどのような生活を送りたいと思っているのか，その主体的な意思を汲み取
ることは，ケースアドボカシーに着目したサービス調整として取り組むべき支援の起点の
明確化につながることが本研究からも明らかとなっており，主体性を尊重した利用者理解
を充実させることは，ケースアドボカシーに着目したサービス調整実践を向上させるもの
と考えられる．このことから，研修や学習会などを活用したアセスメントや面接スキルな
どに関する専門知識の獲得や，技術の研鑽，主体性を尊重した利用者理解を行なうための
アセスメントシートの開発が求められるものと考える．しかし現状では，多くの介護支援
専門員は利用者との相談面接に自信を持てていないことも同時に指摘されている（渡部 
2002）．特に，主体性を尊重した利用者理解に求められる「主体性の把握」については，
思い込みや周囲への遠慮，認知機能の低下等から利用者の主体性を適切に汲み取ることは
容易ではなく，個人的な要素の強い利用者の主体性においては多角的な見地からその妥当
性を検討する必要がある．本研究の結果では，こうした主体性を尊重した利用者理解を促
進する要因として，「経験年数」および「上司からのサポート」が示されていた．このこと
から，介護支援専門員が職場内において経験豊富な上司からのスーパーバイズが受けられ
る体制を築いておくことが「主体性を尊重した利用者理解」を促進し，ケースアドボカシ
ーに着目したサービス調整実践の向上に資するものと考える．また，職場内の上司が部下
へのサポートを与えるという重要な役割を果たせていない場合が多いという指摘（久保 
1999）を受け，こうしたソーシャル･サポートの獲得を個人的資質のレベルで考えるので
はなく，上司やスーパーバイザーを養成するという組織的な努力としてとらえ直すことも
重要となってくる．加えて，熟練介護支援専門員が自らの経験によって培ってきたコミュ
ニケーションスキルや技法等を蓄積し，必要に応じて他の介護支援専門員がその経験知に
アクセスできるシステムを構築することで，主体性を尊重した利用者理解を促進すること
も，実践向上において有効であると考える．そのため，地域包括支援センターなどが集約
的にこうした知識や技法を蓄積し，上司などからスーパーバイズを受けることが難しい「一
人職場」の介護支援専門員などに対するスパーバイズ機能を強化していくことも求められ
る． 
 
３.サービス提供機関との連携を通した利用者支援の基盤作り 
介護支援専門員の多くは，介護，看護の領域で実践を積み重ねてきた専門職者である．
しかし，多様化した社会関係の中で生活する利用者の個別的な生活課題に対して，一人の
介護支援専門員が見渡せる範囲には限界がある．その限界を補うためにも，他職種と連携
して支援に臨むことが介護支援専門員には求められている．本研究の結果からも，サービ
ス提供機関との連携が，ケースアドボカシーに着目したサービス調整に影響を及ぼしてい
たことが明らかとなった．サービス提供機関の職員の考え方や人間性，配置部署などを把
握し，サービスの改善を求める際に，誰に働きかければよいかということを明確にしてお
くことはケースアドボカシーに着目したサービス調整を行なううえで重要である．そのた
めにも，「サービス提供機関との連携」という日常的な取り組みの中で，サービス提供や利
用者観に関する情報交換や意見交換を積極的に行ない，サービス提供機関に関する情報収
集を行っておくことが介護支援専門員には求められるものと考える． 
一方で，「サービス提供機関との連携」は「主体性を尊重した利用者理解」にも影響を与
える要因であった．主体性を尊重した利用者理解を行うためには，利用者に関する情報を
多角的に収集する必要がある．現実に，サービスの提供が開始されて以降は，介護支援専
門員よりもサービス提供機関の方が利用者と接する時間も頻度も多く，重要な情報を得る
機会も多くなる．そのため，主体性を尊重した利用者理解を充実させるためにも，利用者
に関する情報がサービス提供機関から介護支援専門員に集約される仕組みを構築し，さら
に得られた情報を介護支援専門員が他のサービス提供機関と共有することのできる体制を
整備することが求められると考える． 
 このように，介護支援専門員はサービス提供機関とサービスに係る連絡調整を行うだけ
でなく，そうした日常的な連携の中で，サービス提供機関ならびに利用者の情報収集に努
めることで利用者支援のための基盤作りを行っておくことが求められる．そのためにも，
サービス担当者会議などに顔を出すだけでなく，介護支援専門員が作成する居宅介護支援
サービス計画（ケアプラン）と，サービス提供機関が作成する個別援助計画の作成を介し
た情報共有の場など現場職員と連携できる機会を積極的に設けることにより必要な情報を
多角的に収集できる機会の創出を図っていくことが求められるものと考える．  
 
第 3節 本研究の限界と課題 
今回の研究結果を踏まえ，ケースアドボカシーに着目したケアマネジメント実践とその
支援に関する研究を深めるにあたり，以下の 3 点が本研究の限界と課題として挙げられる．
まず第 1 に，従属変数として用いた「ケースアドボカシーに着目したサービス調整」の実
践度についての限界と課題が挙げられる．本研究の結果は介護支援専門員を対象とした調
査に依拠するため，その実践の度合は介護支援専門員の主観による自己評価に頼らざるを
得ず，利用者がその支援をどのように感じているかという点については言及できていない．
また，因子の平均値が高く，標準偏差が低いことから，回答者から規範的回答を引き出し
た可能性が考えられ，回答の妥当性に課題が残る．したがって，今後も引き続き，多面的
な角度からの分析を視野に入れた分析枠組みの検討と質問項目の精緻化を図っていかなけ
ればならないものと考える．2 点目は，独立変数として用いた「サービス提供機関との連
携」についてである．高良（2007）はサービス提供機関との連携について，介護支援専門
員の多くが医師との連携に困難を感じており，そのことがストレスになっていることを指
摘している．また非協力的，あるいは所属事業所への利益誘導に傾斜した実践を行うサー
ビス提供機関との連携も容易ではないと考えられる．介護支援専門員はその理念として，
介護保険によるサービス，一般の自治体サービス，民間サービスも含め，多様な供給源か
らのサービスを調整することを期待されており，一言に「サービス提供機関」と言っても
様々な機関が想定され，連携活動の充実度合いは連携先の職種や機関の特性に左右される
可能性があると考えられる．本研究では，この「サービス提供機関」について，職種や業
種によって限定せず，広く介護サービスに関わる機関と捉えて調査を行ったため，個々の
職種や業種の特徴を考慮した連携活動のあり方には言及できておらず，今後は連携の内容
について，連携の対象となる職種や機関の特性も併せて検討していくことが望まれる． 
3 点目は，調査対象者を近畿 2 府 4 県で就労している介護支援専門員に限定していると
いう点である．そのため，今回の結果を全ての介護支援専門員に当てはめ一般化すること
には限界があると言える．今後，調査対象の拡大を試み，より一般的な傾向を明らかにし
ていく必要があるものと考える． 
以上の限界と課題をふまえ，今後更に研究の精緻化を行っていく必要があるものと考え
る． 
このように，本研究には限界ならびに課題が残されている．しかしながら，わが国の現
状において介護保険を実効あるものとするためにもケースアドボカシーに着目したサービ
ス調整実践の体系化は急務であり，本研究によって示された実践内容と関連要因は一定の
意義があるものと考える．今後さらに介護支援専門員によるケースアドボカシーに着目し
たサービス調整実践の充実を図るためにも，本研究の視座をもとに研究の蓄積を行なって
いく必要があるものと考える． 
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